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解 説

2005年 4月に設置された社会学部の「前史」に関わる資料をここに集め

た。

資料1では、社会学部・社会学研究科の沿革を整理した。資料2は、1965

年時点で書かれた旧・文学部社会学科の沿革を再録した。この 2つの資料を

参照すれば、大きな流れを把握することができる。続けて資料3～7には戦前

から 1960年代にかけての一次資料を掲載し、資料 8～10 では戦後カリキ

ュラム、歴代教員、紀要総目次を整理した。歴史的な資料を収録するにあたっ

て、読みやすさの便宜のため漢字の旧字体は新字体に改めたが（ただし人名等

を除く）、仮名遣いは原資料のままとした。

本号に向けて、原稿依頼などの具体的な作業を始めたのが 2011年 11月

のことだったが、資料編の方は2012年 1月から動き出した。そのため十分

調査できず、資料集としてのバランスも決してよいとはいえない。それでも社

会学部前史を知るために最低限必要な資料は集められたのではないかと思う。

この作業をきっかけとして、社会学部長室に社会学部沿革関連資料を集めたコ

ーナーを設けることにした。本号を手にとられた方で、関連資料をお持ちの方

は原本または写しを寄贈していただければ幸いである。

（文責＝編集委員・板垣）
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資料 1

社会学部沿革

（出典）学事課「同志社大学の沿革表」（2011年）
『同志社九十年小史』（1965年、384～396頁）

（1）社会事業学専攻設置から新制大学発足まで
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（2）新制大学発足以降

1948. 4. 1
新制大学発足

1948. 12
『人文學』創刊

1971. 2
『評論・社会科学』創刊

2005. 4. 1
社会学部設置
社会学部

社会学専攻 ─────────────────────── 社会学科 ─∨

社会福祉専攻─社会福祉学専攻───────────────社会福祉学科─∨

文
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部
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1952. 4. 1改称

新聞学専攻 ───────────────メディア学専攻─メディア学科─∨

2004. 4. 1改称

産業関係学専攻─────────────産業関係学科─∨

1966. 4. 1増設

┌─心理学専攻
│

文
学
部
文
化
学
科

教育学及心理学専攻─┴─教育学専攻────────────教育文化学科─∨

1967. 4. 1分離増設
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（3）大学院

1950. 4. 1
文学研究科設置

2005. 4. 1
社会学研究科設置

社会福祉学専攻─────┬─────────社会福祉学専攻──────────∨

1950. 4. 1
修士課程設置

1986. 4. 1
博士課程後期課程設置

新聞学専攻───────┬───メディア学専攻──────────∨

1964. 4. 1
修士課程設置

1998. 4. 1
博士課程後期課程設置

教育学専攻──────┬── 教育学専攻 ─教育文化学専攻─∨

1993. 4. 1
修士課程設置

2001. 4. 1
博士課程後期課程設置

2011. 4. 1
名称変更

社会学専攻─────┬─── 社会学専攻 ──────────∨

1993. 4. 1
修士課程設置

1997. 4. 1
博士課程後期課程設置

産業関係学専攻─ 産業関係学専攻──────────∨

2003. 4. 1
修士課程設置

2005. 4. 1
博士課程後期課程設置
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資料 2

抜粋『同志社九十年小史』

（出典）『同志社九十年小史』、第五節「社会学科」
（学校法人同志社、1965年、384～396頁）

解題：ここに再録するのは、文学部社会学科新聞学専攻の和田洋一教授の執筆による文学部社会学科の沿
革である。同志社大学を含む学校法人同志社の歴史書（本学では「社史」と称する）として最新のものは、
1979年に公刊された『同志社百年史』であるが、同書は通史的な記述が軸になっているため、学部学科別
についての記述はそれほど詳細ではない。それに比べ、『同志社九十年小史』は学部学科別に寄せられた沿
革を掲載しており、社会学部の前身である文学部社会学科の歩みを比較的詳細に知ることができる。本誌
第 100号特集の資料としてふさわしいと判断し、ここに再録するものである。なお、補足・修正を要する
点については、末尾の編集委員会注に記した。

（一）社会事業専攻時代

文学部教授会の古い記録をみていくと、昭和五（一九三〇）年一月一三日の会議で

「神学科に社会事業専攻を置くの件」が提案されている。そして「一同賛成、但し名称

につきなお研究を要す」という風に記されている。

大正一五（一九二六）年いらい文学部神学科には神学専攻、倫理学専攻の二専攻がお

かれていた。それに加えて新たに社会事業専攻を設置するというのは、基督教的信仰を

いだいて、社会事業に打ちこんでいく人物の養成が、この時期に必要視されたことを意

味している。

社会主義が危険視され、社会学者といえば社会主義者ではないかと疑われるほどの時

代ではあったが、社会事業にかんする限り誤解はなかったし、日本の代表的社会事業

家、留岡幸助や山室軍平を送り出した同志社神学校の伝統からいっても、社会事業専攻

の設置に異論はなかった。翌六（一九三一）年一月八日、申請書類は府を通じて文部省

に提出され、認可は簡単におりた。現在の文学部社会学科の成り立ちをつきとめようと

すると、どうしてもここまでさかのぼっていかねばならない。

神学科社会事業専攻は昭和六年四月に発足し（1）、一六（一九四一）年三月までちょう

ど一〇年間つづいた。専任教員は竹中勝男ただひとりで、彼は神学科卒業後アメリカに

わたり、シカゴ大学で社会学を学び、昭和五年母校の神学科に帰って専任の講師とな

り、社会事業専攻の立案者となった。そして翌年右専攻の発足とともに助教授、翌々年

教授となった。社会事業原論は、当初龍谷大学の教授であった海野幸徳に依頼し、竹中
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自身は社会学の講義や社会事業演習などを担当していた。第一回の卒業生が出たのは昭

和九（一九三四）年三月で、以来毎年平均五名の卒業生が社会に送り出されており、過

半数は社会事業、社会福祉の仕事に挺身し、残りの者は教育者、牧師、ジャーナリスト

として今も活躍している。

昭和一五（一九四〇）年の六月から翌一六年の三月にかけて、文学部教授会の内部は

荒れもようがつづいた。当時の学部長は美学の教授園 頼三であったが、教務部長であ

り常務理事であった若松兎三郎が文学部の赤字を問題にし、講義の数が多すぎるので整

理をせよ、文学部教授自らが策を立てないなら、自分が手を下して処理をすると申しい

れてきた。若松教務部長としては、既存の神学科、英文科、哲学科の三学科のうち、神

学科はそのままにして英文と哲学を一つの学科にすることが望ましいと考えたもののよ

うである。英文科の側からの強い反対はあったが、人文学科という名称で英文と哲学を

ひとつにまとめる方向に話は進んだ。そして竹中はこの機会に社会事業専攻を神学科か

ら人文学科に移した方がいいという意見を出している。当時、厚生事業という言葉が日

本の国策の線に沿って流行語となっていたおりから、竹中の考えでは、厚生事業は新体

制の下で国家の事業となる傾向にあり、キリスト伝道界の手をはなれるであろうから、

社会事業専攻を神学科から切りはなした方が、多くの学生を集めうるであろうし、社会

事業専攻という名称をこのさい厚生事業専攻、厚生事業学専攻あるいは厚生学専攻に改

めた方がいい、ということであったようである（2）。

（二）厚生学専攻時代

人文学科という仮称はやがて文化学科ということで落ちつき、その中に哲学・倫理学

専攻、心理学専攻、英語・英文学専攻、文芸学専攻、厚生学専攻の五専攻がおかれるこ

とになった。竹中の籍は当然神学科から文化学科に移されることになり、厚生学専攻の

教授として新たに大林宗嗣（元大原社会問題研究所員）を、助手として神学科出身の嶋

田啓一郎を採用することも文学部教授会で決定された。

相国寺南門前西にある二階だての古い木造の建物が、「同志社大学厚生館」と命名さ
ママ

れたのは昭和一六（一九〇〔四〕一）年二月一五日で、文化学科厚生学専攻の発足と、

ほとんど時を同じうしている（3）。厚生学専攻と厚生館の密接な関係上、竹中が館の主任

となり、神戸女子神学校の竹内愛二が新たに迎えられて主事の地位についた。竹内を、

近い将来に以厚生学専攻のスタッフに加えるという想定のもとに、この人事はおこなわ

れたもようである。神学科をはなれた竹中と、新入りの大林両教授の研究室は、やがて

厚生館の二階におかれることになった。（厚生館については、第十二節の「厚生館」を

参照）
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新しく発足した文化学科の一年生は七六名、神学科は十二名、文学部全体としては八

八名であったが、文化学科学生の内訳は哲学・倫理学五、心理学八、英語英文学一七、

文芸学三、厚生学四三、つまり文学部一年生の半数は厚生学専攻の学生であったという

ことになる。そしてこの四三名のうち三名だけが同志社大学予科の修了者で、あとはほ

とんど全部同志社専門学校、同志社高等商業学校、同志社女子専門学佼の卒業生であっ
ママ

た。神学科社会事業専攻の学生数は、毎年平均五名前後であったとことを先にのべた

が、文化学科厚生学専攻という看板にかわったとたんに、こうした目立った増加現象が

あらわれたのである。

厚生学専攻ということとなると、学科目の上でも社会事業という名称は消えてなくな

り、厚生事業原理、厚生事業史、厚生事業特講、厚生事業実習等等の名前がずらりとな

らんだ。社会学特講、社会哲学、社会問題、社会調査、社会政策、社会衛生学、応用心

理学等も必修科目とされた。

（三）新聞学講座の開設

なおここで是非ふれておかねばならないのは、この年から新聞学の講義が正式に始め

られたということである。新聞学の講義については、早くから英文科学生の中から設置

への希望が表明されていたもようで、教授会としては、大阪朝日新聞社、大阪毎日新聞

社に講師の派追を依頼し、三回あるいは四回連続という形で不定期の講座を開いてい

た。それが昭和一六（一九四一）年からは新聞学の講義に単位を認めることになり、文
ママ

芸学専攻では必修、厚生学専攻と英語、英文学専攻では選択ということになった。当

時、阪神在住のジャーナリストで、新聞にかんしての講義を一年間毎週やれる人はいな

かったし、講師は入れかわり立ちかわりということにならざるをえなかった。昭和一六

年度の文化学科教授会の記録をみてみると、『大阪毎日』より左の人びとを推薦してき

たとして、下田将美（編集局長）長野敏夫（調査部長）板倉進（外信部長）の名前があ

がっている。下田は「新聞学総論」担当ということになっているが、実際は学生が毎日

新聞社を見学したときに話をするというだけのこと、長野は「ジャーナリズムの歴史」

を二回、板倉は「欧米問題と新聞」を二回、「東亜問題と新聞について」は人選中でこ

れも二回、そして『大阪毎日』側の世話係りとして文化部記者井上靖の名前が出ている

のは興味が深い。なお『大阪朝日』は講師の候補として学芸部長で、現在は日中文化交

流、アジア・アフリカ作家会議などで活躍している白石凡の名前を出してきている。

一六年九月からは放送学講座も開設されることになり、同志社の依頼に応じて NHK

大阪中央放送局は、竹越和夫（文芸課長）弓島輝夫（教養課）布留武郎（教養課）の三

氏を講師として派遣することを決めた。九月六日、大阪放送局の正午ニュースは、同志
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社大学文学部が他大学に先んじて放送講座を開設したことを伝え、七日の『大阪朝日』

もそのことを記事として報道した。

戦前、新聞学の講座をもっていたのは、同志社以外は東京帝国大学、明治大学、早稲

田大学の三つであったが、特に放送にかんしては、講義らしい講義はどの大学でもおこ

なわれていなかったはずである。

昭和一六年一二月八日、真珠湾攻撃、そして日米開戦。一七年にはいると同志社では

「大東亜における教育、厚生・文化事業、政治、経済方面に活躍する人物を養成するこ

と」を目的として、東亜学科を文学部内に新設しようとして、科目表の草案が作製され

た。しかし東亜学科新設の本当の目的は、文学部学生の定員をふやすことにあったらし

く、文部省は同志社大学文学部の定員が六〇名が守られていないことにたいし厳重な警

告を発してきたので、当時として学生の集まりそうな学科を新設し、その機会に文学部

の定員増加をねらった政策的のもののごとく考えられる。

ところが文部省を打診してみると、東亜学科の案はとても通りそうにないことが分っ

たので、これは断念せざるをえなかった。今後の見通しとしては、英語英文学はその頃

敵国の言葉、敵国の文学の勉強だとして、専攻学生の数は減る一方、日本精神、軍国主

義がますます大手をふっている中で神学生もまた減る一方、哲学・倫理学、心理学、文

芸学を専攻する学生は、始めから五本の指でかぞえられるぐらいで話にならない。ふえ

る見込みがあるのは厚生学専攻だけ。そこで厚生学専攻を厚生学科にし、定員増をねら

うべきであるという竹中の提案を、一八（一九四三）年三月三二日の文学部教授会は、

原則的に承認することになった。

その前年の一二月六日、同志社大学内で「厚生問題研究発表会」が開催され、竹中教

授は「戦時労働政策における厚生問題」、大林教授は「ナチス独逸の民族厚生の概念」、

竹内専任講師は「厚生技術としての青少年工の生活指導」についてそれぞれ報告をし

た。このとき厚生大臣の小泉親彦が東京から飛行機でとんできて臨席し、同志社の厚生

学激励のメッセージをおくったということは、当時の同志社、当時の厚生学専攻にとっ

ては感激的な事件であったが、このときについては次のような話が伝えられている。厚

生大臣は、厚生問題研究発表会に参加しようと思ったが、閣議が夜半までつづいたので

終列車でもまに合わない、そのとき首相の東条は、「自分の飛行機を提供するから、是

非京都まで行ってこい」といったというのである。戦後とちがって、戦争中は大臣が非

常にえらい人のように思われていたし、その上、大臣が「東条首相の特別の取り計らい

によって」同志社にやってきたというのであるから、まことに一大名誉というべきであ

ったであろう。同志社大学は、時節がら今日つぶされる、明日つぶされると思ってびく

びくしていた人たちに、この事件のおかげで、大きな安心感を与えられたのではなかっ

たかと思われる（4）。
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しかしそれから一年、事態はけわしくなる一方で、一八（一九四三）年一二月、つい

に学徒総動員の日がきた。厚生学専攻の学生たちは、植物園から若木を一本はこんでき

て、これを厚生館の東南に記念として植え、そのまま出陣していった。その若木は、今

は厚生館の二階の屋根と同じ高さにまで成長し、樹下には「出陣記念」という文字のき

ざまれた石碑がそのまま立っている（5）。出陣した学徒の中には、現在社会学科の教授で

ある中条毅もまじっていた。海軍に編入された中条は、それから何ヵ月かあと、軍艦の

上で、同志社から送られてきた卒業証書を受けとった。当人たちは卒業したともしたい

とも思っていないのに、卒業させられてしまったのである。

学徒出陣のあと同志社大学構内は火が消えたようになり、文学部は法学部といっしょ

にされて法文学部となり、授業料収入激減の中で、同志社当局は財政的立場から幾人か

の教授に因果をふくめて辞表の呈出を求め、厚生学専攻は厚生学科に昇格したが、この

とき大林教授は辞表を出させられ、哲学も心理学も、英文学もどこかへ吹っとんでしま

った（6）。これもまた戦争の犠牲といえよう。それから昭和二〇（一九四五）年八月一五

日までの二ヵ年聞は、同志社大学は全く気息えんえんの状態をつづけたのである。

（四）戦後の社会学科

終戦直後、復員してきた社会学科の学生たちは戦火をくぐって来て気分が荒々しく、

衝動的にうごいた。竹中、竹内両教授にたいする排斥運動も起した。その結果、竹内は

同志社を去ることになり、竹中は排斥されながらも社会学科建設の中心人物となってい

った。

法文学部はもと通り文学部と法学部に分れ、新しい文学部は英文学科、文化学科、社

会学科の三学科によって構成されることになった。基督教がいためつけられていた時代

は今や去って、同志社全体がほっと息をついたが、とりわけ神学科の解放感は大きかっ

た。基督教国アメリカの占領軍支配が当分はつづくという事態の中で、神学科は明るい

希望にあふれ、文学部の外に出て独立し、新たに神学部を形成することになった（7）。神

学部教授会としては、この機会にもう一度戦前の社会事業専攻を復活させようとも考え

た。戦争中の厚生学専攻、厚生学科は基督教の精神を完全に失っていたので、今後は神

学部がクリスチャンの社会事業家を育成して社会に送り出すべきである、そうでなけれ

ば同志社として意味がない、という考え方がそこにあった。しかし厚生学科を神学部に

移すことには、厚生学専攻卒業生のあいだに強い反対があり、竹中自身も気のりがせ

ず、結局、文学部社会学科という形をとって、戦争中の厚生学は戦後に生きのびること

になった。

しかし社会学科と名のる以上は、学科の中心ないし基礎となる科目は社会事業概論で
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はなく、社会学を今まで以上に重要視しなければならないし、社会福祉概論よりもむし

ろ社会学概論でなければならない。竹中は社会学者を新たに外部から迎えるにさいし

て、元関西学院大学教授小松堅太郎に白羽の矢をたてた。戦後の日本で、社会学がさか

んになるであろうこと、アメリカの社会学がぞくぞく輸入されるであろうことは、この

時期においてもほぼ見通しがついたことと思われるが、ドイツの形式社会学でかたまっ

た小松をまねいたということは、ともかくも大家であったからであろうか。

小松は二一（一九四六）年四月からただちに社会学概論の講義を始め、二二年四月に

は東京文理大の研究室にいた伊藤規矩治が助教授として迎えられ（8）、二三年四月には京

大で社会学を専攻した橋本真が助手として迎えられた。小松は戦争中に発表した著書や

論文のため、戦争犯罪を追及され、一時同志社をはなれねばならなくなったが（9）、満州

国建国大学の教授であった江藤則義、同志社外事専門学校の教授青井厚などを加えて社

会学のスタッフは徐々にかためられていった。

一方、竹中は厚生という名称をすて、新たに英米の social welfare の訳語としての社

会福祉を採用し、社会福祉学概論を講じた。また、ながい病床生活ののちにようやく健

康をとりもどした嶋田は専任講師として協同組合論の講義を始めた（10）。

新聞学の講座については、これをどのような形でつづけていくか、文学部教授会のあ

いだでも問題になった。アメリカ占領軍は、日木の大学がほとんど新聞学の講座をおい

ていないことに奇異の念を感じたようで、とりあえず戦前新聞学の講座をおいていた大

学に、その講座を一層充実するようすすめたり、はげましたりした。日本新聞協会は、

アメリカ占領軍新聞課と日本の大学とのあいだに立って世話役をつとめ、新聞学の講座

を充実しようとする大学に補助金を出した。関西では、同志社と関西大学のほかに、国

立の神戸大学まで補助金をもらうことになった。

新聞学の講座をおくだけではなく、新聞学専攻を設置することには、同志社内で賛成

の意見が多かったが、どの学部のどの学科におくかについては容易に結論が出なかっ

た。当時の文学部長園 頼三は朝日新聞大阪本社編集局長信夫韓一郎に意見を求めたと

ころ、文学部がいいのではないかという返事で、湯浅総長もそれならばということで、

文学部に決まった。文学部の内部では、社会学科の教授たちが新聞学専攻を社会学科内

におくことに熱心であり、これもそのように決まった。

新聞原論、新開発達史、新聞製作論の講義はいずれも『朝日新聞』の記者に依頼し、

新聞経営論は京都新聞社長白石古京に、また放送事業論は NHK の大阪中央放送局に依

頼し、一方で専任の教授を探し求めていたが、適当な候補者は容易にみあたらなかっ

た。一説には、大新聞の記者で希望の意志を表明した人もあったが、同志社大学教授に

なったとたんに毎月の収入が格別に減ることが分かって、ご辞退におよんだということ

である。
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昭和二四（一九四九）年九月、同志社大学予科でドイツ語を教えていた和田洋一が、

新聞学の教授として文学部社会学科に迎えられ、新聞学専攻は始めて専任の教員をもつ

ことになったが、和田は戦前『大阪時事新報』、戦後は『夕刊京都』などで働いていた

ため、こうした人事がおこなわれたのである。翌二五年始めて新聞学専攻は、社会学専

攻、社会福祉学専攻とならんで第一回卒業生八名を出した。そして八名のうち五名は、

大阪中央放送局、毎日新聞、新大阪、京都新聞、電通などジャーナリズム関係に就職す

ることができた。

昭和二五年（一九五〇）年四月には『満州日々』の記者であった住谷申一が専任講師

としてまねかれ、新聞発達史、新聞経営論の講義を担当した。社会福祉の方はその前

年、労働基準局などで勤めていた中条毅を労務管理、社会政策の専任講師として迎え、

二五年からは社会福祉学専攻を出たばかりの小倉襄二を助手に採用した。

二五年はまだ社会福祉学が大学院修士課程を他大学に先んじて創設した年である。竹

中、嶋田が教授陣の中心であったことは言うまでもないが、そのほかにアメリカ人ドロ

シー・デッソー（Dorothy Dessau）、ジーン・グラント（Jean Grant）、メアリー・ウッド

（Mary Wood）の三女性、社会学の江藤、新聞学の和田もそれぞれ大学基準協会の審査

をパスし大学院のスタッフに加わった（11）。新入学生は六名で、設備らしいものはなん

にもないところで、のびのびと勉強を始めた。しかし、江藤は二六年京大にまねかれ同

志社を去っていった。竹中は二五年から二七年まで文学部長をつとめ、学外での活動も

さかんで多忙をきわめていたが、二八（一九五三）年春、社会党に推されて、参議院選

挙に立候補の決意をかため、三月同志社大学あてに辞表を呈出した。

社会学科は中心人物をにわかに失うことになって途方にくれた。スタッフの年齢から

いっても最年長者は四九歳の和田であり、いわゆる長老教授の一人もいない学科とな

り、スタッフ全体の学問的水準を考えても、大きな顔はとてもできなかった。重味のあ

る学者を最低一人学外からと考え、工作もしたがうまくいかず、結局現在のひとりひと

りが頑張って研究を深め、学問的業績をあげ、同時に学生の教育に力をいれていくほか

ないということになった。当時のスタッフは社会学専攻は教授二、助教授一、社会福社

学は教授一、助教授一、助手一、ほかにアメリカ人三名、新聞学は教授一、専任講師

一、全部で一一名で現在のちょうど半数である。学生数も各専攻とも三年、四年ともに

それぞれ二〇名前後で、現在の四分の一ないし五分の一、今から考えればまことに小じ

んまりとした学科であったといえよう。

しかし学生数は年々増加の傾向を示し、特に新聞学専攻は急速に増加し、二九（一九

五四）年度の二年生は八〇名をこえた。彼等は卒業後の就職に不安を感じ、文学部出身

者の不利益を先輩から教えられ、文学部内にある新聞学専攻を法学部政治学科へ移そう

として、はげしい運動をした。社会学科がそっくりそのまま法学部あるいは経済学部に
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編入されるという話ならまた別であったが、それはあまりにも見込みのない話であった

ので、社会学や社会福祉の学生は動かず、新聞学の学生だけが単独に動いたということ

であった。しかも新聞学の学生といっても、三年生、四年生は、どうせ自分たちには直

接関係のないことだとして動かなかったので、結局二年生だけの運動になってしまっ

た。法学部教授会の受けいれ困難な事情も分ってきて、学生たちはあきらめざるをえな

くなったが、そのあとにひとりでに出てきた結論は、社会学科全体を強化し拡大して、

何年か後に社会学部にすること以外に道はないということであった。新興科学としての

社会学、社会福祉学、新聞学は、既存の法、経、商、文のどの学部の中にいれてもしっ

くりしない学問であり、それは新しい時代の学問研究にふさわしい場としての社会学部

の創設を必要としているということであった（12）。

自分たちは、法経商の学生と同じように社会科学の勉強をしているのに、文学部に編

入されているばかりに、世間からは偏見をもってながめられ、実社会に役に立たない勉

強をしている者として扱われる、という社会学科学生のなげきは、昭和三五（一九六

〇）年以後の好景気の中で、ほとんどきかれなくなった。しかし四〇年にあらわれた不

景気がながくつづけば事情はまた旧にもどるかもしれない。

昭和三〇（一九五五）年から四〇（一九六五）年まで、この一〇年聞社会学科に目立

った変化はみられない。ただ教授陣はじりじりと強化され、三専攻で二二名、これに一

般教育の語学、保健教育の担当者で社会学科所属の人びとを加えれば二九名、学生数は

四〇年四月でついに一、一七〇名をこえた。

（五）社会学科を背負う人々

社会学のスタッフは現在伊藤規矩治（産業社会学、教育社会学）青井厚（社会学史、

社会哲学）橋本真（社会学概論、社会心理学）の三教授、松本通晴（農村社会学）宮城

宏（英井）相場寿一（英書）の三助教授。

社会福祉学は嶋田啓一郎（社会福祉学概論、社会保障論）中条毅（労務管理論）角田

豊（社会政策）小倉襄二（社会問題、公的扶助論）大塚達雄（ケース・ワーク）ドロシ

ー・デッソー（児童発達論）メアリー・ウッド（グループ・ワーク）の七教授と、井垣
ママ

章二（社会調査）住谷磐〔磬〕（コミュニティ・オーガニゼーション）の二助教授。

新聞学は城戸又一（比較新聞論、新聞法制・倫理）和田洋一（新聞学原論）鶴見俊輔

（社会思想史）の三教授、八田恭昌（英書）山本明（新開発達史）の二助教授、北村日

出夫（放送論）辻村一郎（英書）の二専任講師。

このほか三専攻を通じて嘱託講師一三名、お名前は省略する。

戦後現職中になくなった方としては新聞学の助教授小林栄一、新聞学の教授住谷申一
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の両名で、しかも両人ともそれぞれ癌でたおれられたのは痛ましい限りであった。

さいごに三九（一九六四）年四月から新聞学の大学院修士課程が発足したことを伝え

ておきたい。新聞学の大学院は東京大学にあるにはあるが、東大の場合は新聞研究所が

講座を開講して、各学部の学生がこれを余分に聴講することになっており、他大学にみ

られるような新聞学科、もしくは新聞学専攻というものはない。学部に新間学専攻があ

り、その上に大学院をもっているのは日本で同志社大学だけで、この点特異な存在とも

いえる。社会学科の現在の課題は、社会学の修士課程、博士課程をすみやかに実現する

ことである。同志社のような大きな大学で、社会学の大学院が未だに設けられていない

ということは、不思議な現象といわねばならない（13）。

編集委員会注
⑴ このときの専攻名は正確には「社会事業学

�

専攻」であったと思われる。付録資料 3を参照せよ。また、
教務部学事課作成の「同志社大学の沿革図解」（2001年作成学制資料）には、1931年 3月 17日付で文
学部神学科内に社会事業学専攻を増設した旨が記載されている。

⑵ この時期の改組については資料 4を参照せよ。『同志社百年史 通史編二』（学校法人同志社、1979

年、1173頁）によれば、こうした学科の整理統合の目的について、常務理事会では「右整理ニ依リ経
費金参千円也ヲ減少スルコトを得」と説明されおており、経費削減が理由とされていたという。

⑶ 厚生館の建物は、2012年 3月まで今出川キャンパスに存在していた（写真 1）。しかしキャンパス再編
のため、その後、取り毀された。

⑷ 小泉厚生大臣の同志社大学訪問については付録資料 6を参照のこと。
⑸ この「出陣記念」の石碑は、今もオガタマノキとともにクラーク記念館の北側に立っている（写真

2）。
⑹ 大林宗嗣の人事記録（人事企画課所蔵の同志社職員台帳、以下同様）には、1944年 9月 25日付で
「卒去ニ依リ職ヲ解ク」と死亡退職の旨の記載があるのみで、書類上はそれ以前に「辞表を出させら
れ」た形跡がない。
一方、前掲『同志社百年史 通史編二』（1193頁）には、この頃のことについて次のように記して

写真 1 旧・厚生館（2012年 1月撮影）
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いる。
〔一九四四年の〕九月三〇日の常務理事会に、右の経緯が報告されている。その席上明示された
大学学則は、従来「本大学ニ法学部及文学部ヲ置キ法学部ヲ法律学科、政治学科及経済学科ニ、
文学部ヲ神学科及文化学科ニ分ツ」（第二条）となっていたのを、「本大学法文学部ハ之ヲ法経学
科、神学科及厚生学科ニ分ツ」と改められている。このとき、大学の英語・英文学関係の学科・
専攻は完全に学則から消え去り、わずかに外事専門学校にその名残りをとどめるのみとなった。
なお、改正された学則の末尾には「備考」として、「本学則ハ戦時中文部大臣指示ニ依リ其適用ヲ
変更スルコトアルベシ」と付記されている点は注目さるべきであろう。私立大学の生殺与奪の権
は、ほぼ完全に文部大臣の手に握られていた。法文学部の初代学部長には、それまで法学部長の
任にあった土井十二が就任した。
一九四四年一〇月一日に発足する同学部は、予科から進学する者以外に、九月一〇日から二五

日まで補欠募集をおこなった。応募者は若干名の選科生を除くと、法経学科九八名（入学者八七
名）、神学科一名（入学者一名）、厚生学科三八名（入学者三四名）であった。なぜか学部の定員
は明示されていないが、実に寥々たる数である。〔…〕
学部・学科の統合や廃止、入学定員の極度の削減によって、一九四四年から翌年にかけて、離

職を余儀なくされる教員があいついだ。たとえば、一九四四年七月に文部大臣の「国庫補助申請
書」には、「転業資金ヲ受ケル教員十五名、職員六名」、「退職金ヲ受ケル教員十四名、職員六名」
の氏名、転職の要不要、在職年数、職名、退職金額などが明記されている。
念のためこの引用文中にある「国庫補助申請書」（正式名称は「私立學校退職教職員職業轉換資金及

退職者國庫補助申請書」）を確認したが、1944年 3月 31日付の退職者名簿中に大林宗嗣の名は無かっ
た。
くわえて、1944年 10月 25日付で東洋経済新報社関西出版局から発行された大林宗嗣『共榮圏民族

の厚生文化政策』には、カバーおよび奥付の著者肩書として「同志社大學厚生學科敎授」とあり、1944

年 8月付の著者「序」でも同志社大学厚生学専攻科の講義録をもとに本書を執筆したと記されている。
ここでも「辞表を出させられ」た形跡は確認できない。

⑺ この間の経緯について、正確には 1946年 4月に法文学部が文学部と法経学部に分かれ、文学部は神学
科、英文学科、文化学科、社会学科の 4学科構成となった。神学科が神学部として独立したのは翌 1947

年 4月のことであり、法経学部が法学部と経済学部に分かれるのは 1948年 4月の新制大学発足時であ
る（『同志社時報』第 56号、1975年 11月、付録「同志社の沿革」）。

写真 2 オガタマノキと出陣記念碑
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⑻ 伊藤規矩治の人事記録によれば、助教授に任じられたのは 1946年 4月 1日である。
⑼ 小松堅太郎の人事記録によれば、1948年 11月 5日付で「昭和二十二年政令第六十二号第三条第一項
ニ依リ本職ヲ免ズ」とある。1947年の政令第 62号とは「教職員の除去、就職禁止及復職等に関する
政令」のことであり、同令第 3条第 1項には「教職に関する覚書に掲げる職業軍人、著名な軍国主義
者若しくは極端な国家主義者又は連合軍の日本占領の目的及び政策に対する著名な反対者に該当する
者としての指定を受けた者（以下教職不適格者という。）が教職に在るときは、これを教職から去らし
めるものとする」と定めていた。小松は 1951年 8月に適格判定、同年 10月に指定が解除され、法学
部所属となった。

⑽ 嶋田啓一郎の人事記録によれば、嘱託講師（1945年 10月 1日）を経て 1946年 4月 1日付で助教授に
任じられている。

⑾ ドロシー・デッソーは人事記録上では 1951年より文学研究科の嘱託講師となり、訪問教授（1956年）
を経て、1958年から文学部に任用されている。学事課所蔵の『大学院設置認可申請書』（1950年 2月
27日申請、4月 14日修正）を参照しても、担当者一覧に竹中、島田、江藤、ウッド、グラント、和田
らの他、教職適格審査中としてエリナー・カスパーという人物の名は見えるが、デッソーの名はない。
デッソーは設置後に大学院科目を担当したものと思われる。

⑿ ここで言及されていることと同一であるかどうかは定かでないが、1960年 12月に文学部社会学科内
で社会学部設置調査委員会が立ち上げられている。資料 7を参照のこと。

⒀ 大学院の各課程がその後いつ設置されたかについては、付録資料 1「社会学部沿革」を参照せよ。
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社会事業学専攻新設

かねてより学校当局に於て種々研究調

査を重ねられてゐた社会事業に関する講

座新設に就ては、漸く之れが準備整ひ、

愈々来る四月の新学期から開講されるこ

とになつた。

左に其の新設の理由目的を紹介し、併

せて教授学科目を掲げて置く。

『文学部神学科は、従来神学又は倫理学

の専攻を目的とする学生を迎へてゐたの

であるが、昭和六年四月より、更に之を

社会事業学専攻の学生をも迎ふる事とな

つた。之はかねてよりの計画が実施さ

るゝところとなつたのであるが、同時に

近時の社会事情に鑑みるところあるもの

である

社会運動は経済的、政治的の方面と同

時に、全体としての文化的、精神的運動

を伴はねばならない。人格的社会関係の

建設が目的として追及せられざるところ

に、社会運動の意義は半ば失はれて居

る。確乎たる人生観の樹立と、社会の科

学的研究の二者は、その何れも欠くべか

らざるものである。
ママ

わが神学科に社会事業専攻を置くは蓋

し、基督教信仰によりて立つ人物にし

て、同時に社会改造の専門的技術家を養

成せんためである。さればこゝよりは、

直接各府県市の社会課に属し、或は公私

の社会事業に携る者も、個人的に労働運

動、協同組合運動に参加する人物も、又

は教会を中心とする教化事業に携る人

も、或は社会記者として輿論の教育に任

ずる者も将来輩出されるであらうが彼等

は等しく右の目的に依るところのもので

ある。

わが神学科はかゝる目的に向つて精進

奮闘せんとする青年男女学徒を歓迎する

ものである』

資料 3

社会事業学専攻新設（1931年）

（出典）『同志社校友同窓会報』第 49号
（1931年 1月 15日）

解題：資料 1・資料 2にあるように、社会学部の発端をたどれば、旧制大学時代の文学部神学科社会事業
学専攻に行き着く。ここに再録する同窓会報の記事は、専攻の設置趣旨やカリキュラムなど貴重な内容を
含んでいる。
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社会事業学専攻（科目）

（昭和六年四月開始予定）

（第一課程）

必修科目 一週時間数

社会学概論 二

社会事業原論 二

社会問題概論 二

経済原論 四

倫理学 二

旧約文学 三

哲学概論 二

統計学 二

英書講義

独書講義

⎫
�
⎬
�
⎭

二

仏書講義

（第二課程）

必修科目 一週時間数

社会学特殊講義 二

社会事業各論 二

社会事業学演習 二

社会哲学 二

新約文学 三

基督教思想史 三

憲法 三

英書講義

独書講義

⎫
�
⎬
�
⎭

二

仏書講義

（第三課程）

必修科目 一週時間数

社会事業特殊講義 二

社会問題特殊講義 二

社会事業学演習並ニ実習 二

基督教社会哲学 二

組織神学 三

社会誌学 二

宗教々育学 二

宗教哲学 二

～～～～～～～～～～～～

（第一課程）

選択科目 一週時間数

西洋哲学史 二

教会史 三

民法総則 三

政治学史 二

宗教史 二

英文学史 二

印度哲学 二

教育学 二

（第二課程）

選択科目 一週時間数

西洋哲学史 二

西洋倫理学 二

東洋倫理学 二

教会史 三

刑法総則 二

会計学 二

新約研究 二

旧約研究 二

聖書社会学 二

経済学史 二

（第三課程）

選択科目 一週時間数
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基督教倫理学 三

日本倫理思想史 二

宗教々育学 二

経済事情 二

社会法規 二

法理学 二

心理学特殊講義 二

神学演習 二
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文学部改正学制
愈々四月より実施

既報の如く文学部学制改正案は文部当局

に申請中であつたが此の程認可あり愈々

四月新学期より実施される事になつた

今回の改正に依る文学部の組織を表示す

れば次の如くになる

神 学 科── 神学専攻

哲学倫理学専攻
文学部

⎧
�
�
⎨
�
�
⎩

英語英文学専攻

文化学科

⎧
�
�
�
⎨
�
�
�
⎩

厚生学専攻

心理学専攻

文芸学専攻

改正案の骨子は次の四つに要約する事が

出来る、即ち

1、今後の社会が益々社会的経済的知識

を必要とするに鑑み将来国民の指導者

として処する為めには文学部卒業者と

雖も社会経済に関する基本的素養を必

要とするとの見地より各専攻を通じて

社会学、経済原論を必須科目として加

へた事

2、専攻制度の確立を図つた事、現在各

大学共分科制を避け専攻制に改変せん

とする実状にある、学の蘊奥を究むる

には専攻制を適当とするに外ならぬ（1）

3、新専攻講座を設置した事、英語英文

学専攻、文芸学専攻、厚生学専攻を新

設し時代の要求に相応したものである

4、女子入学範囲の拡張を図つた事 女

子教育を強調し女子の大学教育は夙に

同志社の特色とする処であつたが、時

代は益々女子教育の拡張進展を要求す

るに鑑み従来の入学資格を緩和して広

く門戸を開放した、即ち従来は同志社

女子専門学校英文学科卒業程度を以て

入学資格としたものを家政科卒業程度

を以て入学資格とした

之を要するに皇国民を錬成し国家有用の

材を養成せんとするものであり日本精神

史、基督教通論を必須科目とした事も斯

る点を配慮したものであり、深奥高邁な

る人生観世界観を獲得せしめ新日本文化

創造への役割を果さしめんとするもので

ある

尚新設専攻講座に適当なる講師を得る為

資料 4

厚生学専攻発足（1941年）

（出典）『同志社新報』第 56号
（1941年 3月 20日）

解題：1941年 4月の文学部改組の趣旨やカリキュラムを伝える記事である。社会事業学専攻が神学科から
新設の文化学科の所属へと変更され、厚生学専攻と改称した。
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目下極力交渉中であり近く決定を見る事

になつてゐる、厚生学専攻の実習場とし

ての厚生館も建築中であり、之等整備の

上は独特の光彩を放つものとなる

入学志望者は四月七日迄に申込むこと、

入学試験科目は英語、国漢、独語或は仏

語 試験期日四月八、九日

左に今回新設のうち二専攻講座科目割当

表を掲げる（他専攻講座は大差無し）

△文芸学専攻

必修科目 単位 時数 必修科目 単位 時数
芸術学概論 一 二 文化心理学 一 二
芸術史 一 二 文化政策 一 二
芸術学特種講義（演劇映画美術） 三 六 文化事業実習 一 二
芸術学演習 一 二 経済原論 一 二
英文学史 二 四 第二外国語（仏又ハ独） 二 四
英文学 二 四 日本精神史 一 二
英語学 二 四 社会学概論 一 二
英作文 三 六 基督教通論 一 二
日本文学 一 二 基督教文学 一 二
支那文学 一 二 計 二八 五六
欧州文学史 一 二 卒業論文 一
新聞学 一 二

選択科目
教育学、倫理学・哲学、社会心理学、社会問題、社会哲学、政治学、民族心理学、厚生事業学
原理

△厚生学専攻

必修科目 単位 時数 必修科目 単位 時数
厚生事業学原理 一 二 基督教倫理学 一 三
厚生事業史 一 二 文化政策 一 二
厚生学特殊講義 二 四 経済原論 一 二
厚生学演習 一 二 統計学 一 二
厚生事業実習 二 四 憲法 一 三
社会学特殊講義 一 二 民法総則 一 三
社会哲学 一 二 外国語（英一、独二） 三 六
社会問題 一 二 日本精神史 一 二
社会調査 一 二 社会学概論 一 二
社会政策 一 二 基督教通論 一 二
社会衛生学 一 二 基督教文学 一 二
応用心理学 一 二 計 二八 五九
哲学概論 一 二 卒業論文 一

選択科目
倫理学概論、教育学、心理学、経済学史、教会史、経済史、社会心理学、工業政策、新聞学、
経済事情、社会法規、政治学史、宗教学、法理学
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編集委員会注
⑴ 「1」「2」について『同志社百年史 通史編二』（学校法人同志社、1979年、1174頁）は次のように評
価している。
「「専攻制度の確立」と「新専攻講座を設置」したといっているが、学科を専攻位置へおろし、神学
科と哲学科の専攻を統合しているだけである。なお、一九四一（昭和一六）年四月に改正された学
則をみると、心理学専攻と英語英文学専攻には「経済原論」は設置していない。他の三科目（日本
精神史・基督教通論・社会学概論）は、文化学科の全専攻に必須科目として置いている。」
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資料 5

抜粋『厚生学年報』（1942年）

（出典）『厚生学年報』第 1輯
（1942年 7月 15日発行）

解題：1941年 4月に発足した厚生学専攻は、創設 1年を過ぎた 1942年 7月に年報を発刊した。第 1輯の
み発刊されており、第 2輯以降の刊行は確認できていない。第 1輯の目次は次のとおりである。

牧野虎次「発刊のことば」
竹中勝男「社会事業に於ける厚生の原理：国民厚生事業序説」
大林宗嗣「厚生事業史稿：上古之部」
竹内愛二「厚生事業に於ける個別生活指導法」
新刊紹介
編集後記（竹中勝男）

このうち、牧野虎次（1938年 9月から同志社大学学長、1941年 7月から 1947年まで同志社総長）による
「発刊のことば」、竹中勝男による「編集後記」を転載する。

発刊のことば

牧野虎次

戦時国防国家体制の確立は、組織機構の改組整備と相俟つて、国民の内なる力の充実

に待たねばならないことは今更贅言を要しない。国民の内なる力とは、かつての「民力

涵養」ではなくて、国家の総力戦を遂行し、大東亜を新文化の確立圏とするための兵力

及生産力の培養であり、その根底となる国民生活及国民精神の確保充実でなければなら

ない。かゝる資質の国民を「人的資源」と称ぶならば、今日ほどその保護と培養の緊要

を痛感せしむる時代はない。厚生とは正にこの国民の生命的生活的根底を豊に確保し育

成する目標である。

本学は旧き創立の当初から我国社会経済の人的部面に於ける保護指導の任に当たつた

篤志の人々を輩出することを一つの特色とした。この伝統に従つてかつては社会事業学

といふ講座を設け、余も亦これに関係したのであるが、この一大転期に立つて、国家が

要請する国民厚生の各方面を担当し得る準備ある人材を教育することを目的として昭和

十六年度から在来のものを改組して厚生学専攻となり、厚生学研究室を創設した。

本年報はこの研究室を中心とする教授諸君の研究業績を主として発表するものであ

る。第一輯は厚生事業の研究に偏してゐるやうであるが、研究の進捗に伴つて他の厚生
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行政領野に関する研究も逐次発表されることと考へそれを望むものである。

本研究室が我国厚生行政の進展に対して何等かの貢献をなし得ることを念願し、これ

を発刊の辞とする。

（同志社総長室にて）

編輯後記

□厚生学研究室の創設一ヶ年を過ぎた今日、微力ながらこの研究年報第一輯を出すこと

になつた。厚生学専攻講座の建設や厚生館運営のことまで研究室員が参加するので研

究室の仕事にのみ没頭することはゆるされない現状であるが、しかし研究室の充実と

研究の進捗こそ我々の第一の仕事であると考へ、乍不及今後更に力を尽したいと願

ひ、貧弱な研究業績ではあるがこれを発表することによつて更に学び批判教示を得た

いと希ふものである。

□近時中央に厚生科学研究所が設けられ、やうやく「厚生」が科学的研究の対象として

採り上げられやうとして居る。「厚生学」といふ名称は無論未だ疑問符をもつて創め

られた研究課題にすぎないのであつて、その体系や組織は「厚生」の実体に関する研

究の進捗に俟ち、その方法の確立に依つてはじめて問題となるのである。とは言へ、

「厚生」は我ら社会科学の研究に志したものに取つては、見逃すことの出来ない今日

の重要な研究課題であることを疑はないのである。何故なら我らは「厚生」といふこ

とによつて一国発展の基礎たるべき人的資源の増強と国民生活の安定刷新を通して得

らるべき生活力の増強を意味するものと理解するからである。我らはこゝで「厚生」

を社会科学の領域に於て究研しやうとして居るのであるが、同時に常に「厚生」に関

する医学者、衛生学者、心理学者等の研究の進捗を期待するものである。

□この年報第一輯の校正が漸く出た時、この研究室が所在する厚生館の創設者であつた

本学理事、厚生学教育後援会理事長大澤德太郎氏が忽焉として去る五月廿日東上車中

にて永眠された。誠に我らにとつては大きな悲しみである。我らは同氏が厚生学の研

究に与へられた不断の奨励と援助を永く忘れることは出来ない。こゝに厚き感謝を以

て将来への努力を期するものである。

□この機会にこゝに記すべき今二つの悲しむべきことが起つた。一つはかねて我らに共

鳴と援助を惜まれなかつた校友三好重道氏の永眠であり、今一つは河田嗣郎博士の永

眠である。三好氏は三菱会社重役として本学に厚生学講座創設費のために骨折られ

た。河田博士は我らが今後に於ける研究上の指導を仰ぐべき方であつた。この年報第
ママ

一輯に於てこれらの先輩に吊〔弔〕意を表さねばならなくなつたことは誠に深き残念
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事である。

□本研究年報の発刊に当り我らが深い感謝を表明せねばならないのは、本学厚生学教育

後援会理事長大久保利武侯及常務理事安東長義、濱田光雄の両氏である。又森下博氏

は本研究室図書購入費中に既に二回に亘り多額の寄付を与へられた。これらの方々の

奨励と援助なくしては、本年報も亦容易に発刊することは出来なかつたであらう。

こゝに特に記して感謝の意を表する次第である。 （竹 中 記）
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資料 6

小泉親彦「厚生学の発展を期待して」（1943年）

（出典）同志社大学厚生学教育後援会『会報』
（1943年発行）

解題：1942年 12月 6日に「厚生問題研究発表会」が同志社大学で開催された。この研究会では、資料 2

にあるように竹中勝男が「戦時労働政策における厚生問題」、大林宗嗣が「ナチス独逸の民族厚生の概
念」、竹内愛二が「厚生技術としての青少年工の生活指導」を発表した。小泉親彦厚生大臣は「厚生学」と
いう新しい学問に関心を寄せ、この会に東京から飛行機に乗って駆けつけた。その際の挨拶の内容をここ
に再録する。なお、本資料は中條毅先生が写しを提供してくださったものである。ここに記して感謝を申
し上げる。

厚生学の発展を期待して

厚生大臣 小 泉 親 彦

私は先般同志社大学厚生学年報第一輯の寄贈を受け、其の序文を拝見して長年探求
した宝典に廻り遇ひ、跳び立つ様に歓喜して、全巻を繰り返へし熟読しました。諸君は

学究でありますから、同学の方向に進む論者に接した時の喜びをよく理解することが出

来ませう。斯くて直ちに牧野先生に礼状を呈し、斯かる研究の益�盛んならんことを希

ひ、先般竹中教授に会つた際、若し日曜日にでも研究会が開催せらる場合は如何なる障

害を排除しても列席致し度しとの希望を述べました。幸ひにして近き日曜に其の機会あ

りとの通知に接し、二週間前より非常なる喜びと期待とを以て今日を待ちました。

処が突然予定日の日曜日即ち今日閣議を開催する必要が生じ、昨日閣員一同と某所
からの帰途、車中で東條首相から其の旨申渡されたのであります。それで私は此の研究

会を来週にでも延期して頂かねばならぬことと諦めてゐたのでありますが、談は此の研

究会のことに及びましたので、私は常日頃の所見を首相に申述べたのであります。即ち

国家に先見を与ふるものは学問である。国家目的を完うし得る政策は科学に立脚したも

のでなければならない。処が今迄科学は丁度扇の如く末広がりに要を出発点として多方

面に分化して行く。然し今や此の扇をさかさまにして国民生活という要へ向つて総ての

科学が動員され綜合されねばならぬ時代になつた。人文科学は極端に分科し居つて之を

有機的に綜合して、国民生活を綜合的に研究し進歩発展せしむる綜合科学が存在してゐ
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ない。私が日本生活学会なるものを組織してゐるのは斯かる綜合科学の樹立発展を希求

してやまないからである。厚生学とは正に斯かる綜合科学だと私は思つてゐる。即ち今

日国家が絶対的に要請するものは生産力の増強といふことであるが、これに学的根拠を

与へるものは厚生学であるといふ意味のことを力説したのであります。

すると首相は其のやうな国民生活の根本問題を研究する厚生学の研究発表会ならば
明日行つてはどうか。此の非常時に一週間先の予定は出来ぬ。明日の閣議は今晩八時か

ら開き夜半に閉会するから、終列車の間に合ふまいから、明早朝自分の飛行機を提供し

よう。是非行つて来たまへとのことで、私は首相の親心に感激、首相の言に甘へて首相

の飛行機で今朝来た訳であります。処が関西の空へ来ると非常に天候が険悪で非常に延

着したのであります。

私は国家に重要なる貢献を為すべき厚生学の堅実なる発展を祈ります。今日の政府
も亦之を祈つて居ります。故に学生諸君は真の結実を目指して、第一線の将兵が為し

つゝある如き切実なる態度を以て研究に力めて下さい。

今日此処へ来てほんとうに好かつた。吾々の希ふ学が同志社大学に於て初めて出来、
今日研究せられつゝあるのを目のあたりに観ることを得て好いことをしました。本日の

講演を聴き厚生学の何物たるやに就ては私が今更蛇足を加ふる要無しと感じました。諸

君厚生学の先達として全日本学界の為に尽して下さい。 （文責在記者）
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資料 7

社会学部設置調査委員会報告（1962年）

解題：2005年の社会学部設置は突如浮上したものではない。戦後何度も議論されてきたことがようやく現
実化したものと考えるべきである。その一つの具体的な証拠がこの内部資料である。この段階では文部省
の基準の関係で学科制が難しいと判断されているが、それが紆余曲折を経て実現したものが現在の社会学
部だと位置づけられる。当時はこの報告書どおりの学部化が達成し得なかったものの、その 4年後の 1966

年に産業関係学専攻が増設されたのは、調査委員会等における議論の果実であったと考えられる。なお、
本資料は 2012年 3月に退職された山口功二先生から寄贈していただいたものである。感謝の意を記した
い。社会学部の出帆とともに「取扱注意」の封印は解けたと判断し、ここに 50年の時を経て日の目を見る
ことになった。

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

（表紙）

取扱注意
社会学部設置調査委員会

報告
〔附参考資料〕

1962. 7. 16

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

（本文）

社会学部設置調査委員会報告 1962. 7. 16

委員会の性格と構成

本委員会は 1960年 12月 日社会学科会議で設置が決定された。委員会の性格は、

将来設置さるべき社会学部の性格・機構を調査するものとされ、本委員会の作業は社

会学科会議に報告し、その承認を得たときに解散するものであるとされた。

社会学科会議で選出された委員は下記である。

和田・青井・嶋田・橋本・大塚・山本（書記）

なお、大塚委員は 1961年 8月外遊のため、1962年より中條委員が新たに加わった。

委員会の経過

本委員会は 1960年 12月 28日に第一回会議を開き、以来 1962年 7月 11日まで九

回の会合を重ねた。本委員会第九回会合は、これまでの調査・研究を社会学科会議に

提出することを決定した。以下の報告は、この決定にもとづくものである。
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Ⅰ 社会学部の理念

社会学部は、文学部社会学科を母体として新設される。

本学部の設置は次の理由による。すなわち、現代社会においては、社会の構造・組

織はますます複雑なものとなり、無数の社会関係がコーサクしている。したがって、

社会科学の一環として、経済学・政治学等から相対的独自性をもつものとしての社会

関係・社会組織と、それへの人間の対応関係を明らかにすることが要請されている。

Ⅱ 社会学部の性格

① 本学部は社会科学の一環としての社会学・社会福祉学・新聞学（Science of Mass

Communications）・産業関係（Industrial Relations）等の研究を行う。なお本学部に

おいては、社会学は、ベーシック・サイエンスの一つではあるが、他の社会科学諸

分野もまたベーシック・サイエンスと考える。

② 本学部は、従来の三専攻のほかに、産業関係のコースをおく必要がある。なぜな

らまづ第一に、この分野は、現社会が大学に要求しているものであり、第二に、現

専攻の発展は必然的にこの分野の設置を要求するからである。すなわち、社会学に

おいては、人間関係論は不可欠であり、社会福祉学においても、労務管理・産業カ

ウンセリング・環境衛生等が必要とされ、新聞学も PR、社内コミュニケーション

の分野に手をひろげることが一つの課題となっているからである。したがって産業

関係コースは、是非とも設置しなければならない。

Ⅲ 社会学部の機構

1 機構の類型

学部組織・機構について種々の形態が可能である。ここでは大別して三つの形態を

考える。

A）単一学部制 ── 専攻・学科を廃止し、経済学部のような総合制とする。

したがって、演習の専門制が重視される。

B） 学科制 ── 現在の専攻を学科とし、あるいは新学科を設置する。教

員・学生はともに各学科に配属される。

┌─社会学科
│
├─社会福祉学科

社会学部─┤
├─新聞学科
│
└─（産業関係学科）

C） コース制 ── 現在の専攻をコースとし、さらに新しいコースを設置す

る。コース制においては、固定したコースをもたない。
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┌─社会学コース
│
├─社会福祉学コース
│
├─新聞学コース

社会学部─┤
├─産業関係コース
│
├─X コース
│
└─Y コース

註．コース制は種々のヴァリエーションが考えられる

2 上記諸形態の問題点

A）単一学部制

① 大学の傾向が専門性を重視する傾向にあるとき逆行のきらいがある。

② 社会学部は、法学部・経済学部と性格を異〔に〕し、応用学的色彩をも

つため、単一学部制は不適当であろう

B） 学科制

① 図書の数、教員数が文部省の定める数に満たないため、当面は不可能で

ある。

② ただし、当面はコースもしくは専攻の名称で学科制的形態をとることは

可能である。

C） コース制

① コース制はいろいろな形態に細分して考えることができるので、一概に

プラス・マイナスを論じることはできない。

② いづれにしてもこのコース制は、学生本位の制度であるから、教員組織

（たとえば、人事委員会）については細心の注意が必要である。

③ 文部省はコース制を原則として認めない傾向にある。

3 結論

新しく設置する社会学部は、現社会学科を母体とするのであるが、現専攻を学科

に昇格し、さらに新しく産業関係学科を新設することがもっとも望ましい。

なぜならば、①現在の社会学科において、新聞学専攻、社会福祉学専攻は、かな

らずしも社会学のみをベーシック・サイエンスとは考えていない。②社会福祉学専

攻は、ヨリ プロフェッショナル コースになることを望んでいる。

したがって、単一学部制は 2でのべた問題のほかに本学においては不適当な点が

多い。また、コース制も、その長所を生かすことがきわめてむづかしいことが予想

される。

けれども、われわれがとろうとする学科制は、別紙（参考資料 2）からも明らか
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なように、文部省の設置基準を満たすことはきわめて困難である。（たとえば、現

専攻を学科にする場合、学生定員 250名のとき、教員は各学科に 13名、総計 39名

を必要とする）であるから、われわれは、現専攻を学科制的なコースとして、社会

学部を設置しなければならないであろう。（立教大学の課程制・関西学院の類型も、

将来は学科になるものと考えられる）

Ⅳ 社会学部の諸問題

Ⅰ 一般的諸問題

1）学部設置の時期 1964年 4月を目標とする。

2）学生数 学生数は少ない方が望ましいが、経営の要請も考慮にいれねばなら

ず、法学部程度の学生数を必要とするだろう。したがって、一学年の学生定

員 250名～300名、実数 350名～400名程度を採用しなければならない。

3）演習 学生数の増加にともない、多大の困難が予想されるが、それにもかか

わらず、演習の意義の重要性をみとめ、三年前期から二年間の演習を必修

とする。

4）卒業論文 学生数の増加によって卒論必修は不可能であろう。選択にしなけ

ればならない。なお、卒論を選択した学生と他の学生とをどのように分け

るか（例えば演習クラス）については未定

5）就職 社会学部学生を法・経・商学部と同じように扱ってもらうよう、努力

し、現在文学部をシャット・アウトしている銀行・商社・生産会社への受

験資格を得るよう内外に社会学部の意味を徹底せねばならない。なお、そ

の結果、現在よりも就職先の範囲の拡大が予想される。しかし学生数の増

加がともなうので、就職状況は必ずしも好転するとは考えられない。（と

くに不況期には多くの困難が予想される）

6）教員 新学部設置にさいしては、数名の新教員採用を予定する。とくに産業

関係コースについては、綿密な計画と行動を必要とする。なお、増員は、

学外に人材を求める外、学内他学部からの移籍も考えられる。

7）二部（定時制）これを設置しない。

Ⅱ 産業関係コースの諸問題

1）産業関係コースの設置の時期 このコースの設置は学部新設の中心問題であ

る。したがって、今後さらに研究をつづけねばならない。しかし、新設に

は教員・設備などに多大の困難が予想される。したがって学部とこのコー

スの関係について次の二案が考えられる。

社会学部設置調査委員会報告（1962年） １１７



A）学部発足のときには、新コースも発足しなければならない。そうでなけ

れば、学部設置は不可能に近い

B）上記のことが望ましいが、もし二年内に新コース発足が困難なときは、

とりあえず、現三専攻を母体として学部を新設し、近い将来に新設する計

画をたてる。

2）産業関係コース設置にともなう各コースの関係

学生 ── 社会学部学生の多くの部分は、産業関係コースに所属することを望む

であろう。したがって、コース決定を入学期に行うか、2年後半もしくは

3年で行うかは大きな問題であろう。

教員 ── 産業関係コースは、他コースとくらべて相対的には多くの学生を収容

しなければならないであろう。したがって、教員数も多くを必要とする。

社会福祉コース──新学部の一学年学生数をかりに 350名とすれば、社会福祉コー

スは約 80名を採用しなければならない。さらに学部学生数の増加も覚悟

しなければならない。こうした場合、社会福祉コース志望の学生を大量に

獲得できるかどうかも大きな問題である。なお、大人数の学生とプロフェ

ッショナル・コースとの矛盾にも無視できない。

Ⅲ 大学院 将来社会学部に社会学研究科をおき、四コースのマスター・コースを

新設する。その時期は社会学部新設の後とする。

Ⅳ その他

学内の新学部設置計画 現在、学内では社会学部のほかに、いくつかの新学部案

が噂に上っている。このことは、社会学部設置と無関係ではないので、一応記して

おこう。

英文学科
1）米英学部案 － 米英学部

⎧
⎨
⎩米英学科

2）経営学部案 －商学部の一部と経済学部の一部の合体

3）政経学部案 －法学部政治学科と経済学部の一部との合体

4）社政学部案 －社会学科と法学部政治学科との合体

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

社会学部設置調査委員会報告

参考資料 1

他大学社会学部の機構

〔略〕
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社会学部設置調査委員会報告

参考資料 2

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

社会学部設置調査委員会報告

参考資料 3

社会学科の現況

文部省の学部・学科設置基準（1）教員

単一学部・コース制・学部一学科 二つ以上の学科の場合の一学科
学生定員 専任教員数 大学院 M 大学院 D 専任教員数 大学院 M 大学院 D

150 14 2 2 10 2 2

200 14 2 2 12 2 2

250 16 2 2 13 2 2

300 17 2 2 15 2 2

註 専任教員数は半数以上が教授であることが必要である

文部省の学部・学科設置基準（2）図書

学生定員 専門図書
200 10,000

250 12,000

300 14,000

註 その他専門雑誌 30種以上

教員数

教授 助教授 専任講師 助手 計
社会学専攻 3 1 0 0 4

社会福祉学専攻 4 3 1 0 8

新聞学専攻 3 0 2 1 6

計 10 4 3 1 18

学生数

1年 2年 3年 4年（再修） 計
社会学専攻 103 94 84 61（12） 342（12）
社会福祉学専攻 66 67 52 41（10） 226（10）
新聞学専攻 106 94 67 68（1） 335（1）

計 275 255 203 170（23） 903（23）
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図書数

単行本 約 9,600

雑誌 外国 40種

日本 購入 40種

寄贈 154種

約 250種

社会学部設置調査委員会報告（1962年）１２０



資料 8

戦後カリキュラムの変遷

解題：文学部事務室に保管されている過去の履修要項から、新制大学発足初期の 1949年、現在の社会学部
5学科の前身となる 5専攻が出揃った 1967年、社会学部が発足した 2005年の開講科目を整理した。なお
新制大学の発足は 1948年だが、同年の履修要項では専攻別の科目が記されていないため、ここではその翌
年のものを紹介する。

1949 年
社会学科

共通必修科目
科目 時間 単位

社会学概論
社会科学概論
社会哲学
統計学
社会思想史
社会福し原理
社会調査
社会問題
新聞学
外国書講読（仏又は独）
演習

2
2
2
2
2
2
2
2
2
4
2

4
4
4
4
4
4
4
4
4
8
4

計 11 24 48

専攻必修科目
社会学専攻

科目 時間 単位
社会学史
文化社会学
教育社会学
社会心理学
社会史

2
2
2
2
2

4
4
4
4
4

計 5 10 20

社会福祉専攻
科目 時間 単位

社会政策
社会事業原論
社会福し実習
協同組合論
社会衛生学

2
2
2
2
2

4
4
4
4
4

計 5 10 20

新聞学専攻
科目 時間 単位

新聞学特講
新聞経営論
新聞発達史
新聞製作論

2
2
2
2

4
4
4
4

放送事業 2 4
計 5 10 20

選択科目
科目 時間 単位

社会学特講
社会事業特講
都市社会学
農村社会学
国家論
社会倫理学
経済学
経済史
経済政策
経営経済学
農業経営学
労務管理
社会法規
基督教思想史
文化史
歴史哲学
文化心理学
憲法
民法
刑法
行政法
英字新聞購読
演劇映画概説
美術史

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4

他専攻科目及び選択科目中四科目一六単位
以上
各専攻総計
科目
時間
単位
卒業論文

20
42
84
1

１２１



文化学科〔抄〕

共通必修科目
科目 時間 単位

哲学概論
倫理学概論
教育学概論
心理学概論
美学概論
社会学概論
文化史学概論
日本文化史概説
西洋文化史概説
外国書講読（独又は仏）
演習

2
2
2
2
2
2
2
2
2
4
2

4
4
4
4
4
4
4
4
4
8
4

計 11 24 48

専攻必修科目
〔中略〕

教育学及心理学専攻
科目 時間 単位

教育心理学
教育史概説
教授法
実験心理学
心理学実験演習
教育学特講
心理学特講

2
2
2
2
2
2
2

4
4
4
4
4
4
4

計 7 14 28

〔後略〕

戦後カリキュラムの変遷１２２



1967 年
社会学科 社会学専攻履修科目表
（1967年度生用）

専攻必修科目（48単位）
年次 学科目 時間 単位
（
１２
単
位
）

第
二
年
次

社会学史
社会調査
英書

通 2
通 2
通 2

4
4
4

第
三
年
次
（
２０
単
位
）

社会学概論
社会史
産業社会学
農村社会学
英書
独書
仏書
演習

通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2

4
4
4
4
⎫
�

⎬
�

⎭
4

（
１６
単
位
）

第
四
年
次

教育社会学
社会心理学
社会学特講
独書
仏書
演習

通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2

4
4
4
⎫
⎬
⎭

4

4

専攻選択科目（28単位）

（
８
単
位
）

第
二
年
次

社会問題
社会思想史
社会科学概論
新聞学原論
統計学

通 2
通 2
通 2
通 2
通 2

4
4
4
4
4

（
１６
単
位
）

第
三
年
次

社会哲学
文化社会学
社会福祉学概論
社会政策
家族社会学
政治社会学
外国新聞論

通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2

4
4
4
4
4
4
4

第
四
年
次
（
４
単
位
）

都市社会学
社会保障論
労務管理論
マス・コミュニケーション調査法
ジャーナリズム史
憲法
労働法
経済史

通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2

4
4
4
4
4
4
4
4

卒業論文 8

戦後カリキュラムの変遷 １２３



社会学科 社会福祉学専攻履修科目表
（1967年度生用）

専攻必修科目（48単位）
年次 学科目 時間 単位
（
１２
単
位
）

第
二
年
次

社会福祉学概論
社会調査
社会福祉実習

通 2
通 2
通 2

4
4
4

第
三
年
次
（
２０
単
位
）

社会問題
社会政策
ケースワーク
児童福祉論
英書
独書
仏書
演習

通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2

4
4
4
4
⎫
�

⎬
�

⎭
4

（
１６
単
位
）

第
四
年
次

社会保障論
グループワーク
コミュニティ・オーガニゼーション
英書
独書
仏書
演習

通 2
前 2
後 2
通 2
通 2
通 2
通 2

4
2
2
⎫
�

⎬
�

⎭
4

4

専攻選択科目（28単位）

第
二
年
次
（
８
単
位
）

社会科学概論
社会思想史
新聞発達史
憲法
行政法
民法一般
労働法
社会福祉法

通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2

4
4
4
4
4
4
4
4

第
三
年
次
（
１２
単
位
）

公的扶助論
児童福祉論特講
社会事業実習
協同組合論
労務管理論
統計学
経営学
産業社会学
労働問題
労働科学論
児童心理学
社会学概論
新聞学原論

通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2

4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4

第
四
年
次
（
８
単
位
）

社会福祉行政及管理
社会福祉特講
公衆衛生学
精神衛生学
社会心理学
人格心理学
臨床心理学実習
社会倫理学
都市社会学
農村社会学
社会哲学

通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2

4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4

卒業論文 8

戦後カリキュラムの変遷１２４



社会学科 新聞学専攻履修科目表
（1967年度生用）

専攻必修科目（48単位）
年次 学科目 時間 単位
（
４
単
位
）

第
一
年
次

ジャーナリズム史 通 2 4

（
１２
単
位
）

第
二
年
次

社会科学概論
社会思想史
英書

通 2
通 2
通 2

4
4
4

第
三
年
次
（
２０
単
位
）

新聞学原論
マス・コミュニケーション調査法
コミュニケーション論
取材論並に実習
編集論並に実習
英書
独書
仏書
演習

通 2
通 2
通 2
前 2
後 2
通 2
通 2
通 2
後 2

4
4
4
2
2
⎫
�

⎬
�

⎭
4

（
１２
単
位
）

第
四
年
次

外国新聞論
社会心理学
独書
仏書
演習

通 2
通 2
通 2
通 2
後 2

4
4
⎫
⎬
⎭

4

4

専攻選択科目（28単位）

（
４
単
位
）

第
二
年
次

憲法
社会問題
心理学概論
経済原論
社会調査

通 2
通 2
通 2
通 2
通 2

4
4
4
4
4

第
三
年
次
（
１６
単
位
）

現代史
映画学概論
国際政治
日本現代文学②
日本文化史概説
労務管理論
社会学概論
政治史
労働問題
日本社会史
日本経済史

通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2

4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4

（
８
単
位
）

第
四
年
次

統計学
社会政策
放送論
広告論
産業心理学

通 2
通 2
通 2
通 2
通 2

4
4
4
4
4

卒業論文 8

社会学科 産業関係学専攻履修科目表
（1967年度生用）

専攻必修科目（48単位）
年次 学科目 時間 単位

（
２０
単
位
）

第
二
年
次

社会科学概論
社会調査
社会史
産業関係実習
英書

通 2
通 2
通 2
通 4
通 2

4
4
4
4
4

第
三
年
次
（
２０
単
位
）

社会学概論
産業関係論
産業社会学
労務管理論
英書
独書
仏書
演習

通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
後 2

4
4
4
2
⎫
�

⎬
�

⎭
4

（
８
単
位
）

第
四
年
次

産業関係論特講
独書
仏書
演習

通 2
通 2
通 2
通 2

4
⎫
⎬
⎭

4

4

専攻選択科目（28単位）

第
二
年
次
（
４
単
位
）

産業技術論
産業福祉学概論
社会問題
労働問題
社会思想史
憲法
民法一般
経営学

通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2

4
4
4
4
4
4
4
4

第
三
年
次
（
１２
単
位
）

産業調査実習
労働科学論
社会政策
社会保障論
産業構造論
社会心理学
産業心理学
労働法
経済原論
協同組合論

通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2

4
4
4
4
4
4
4
4
4
4

第
四
年
次
（
１２
単
位
）

産業調査統計論
社会保障論
ケースワーク
公衆衛生学
教育社会学
都市社会学
農村社会学
社会哲学
世論宣伝
新聞学原論

通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2

4
4
4
4
4
4
4
4
4
4

卒業論文 8

戦後カリキュラムの変遷 １２５



文化学科 教育学専攻履修科目表
（1967年度生用）

専攻必修科目（60単位）
年次 学科目 時間 単位

第
二
年
次
（
２４
単
位
）

教育学概論
心理学概論
西洋教育史概説
社会学概論
文化史学概論
日本文化史概説
西洋文化史概説
哲学概論
倫理学概論
美学概論

通 2
通 2
通 2
通 2
後 4
⎫
�

�
⎬
�
�

⎭

通 2

4
4
4
4

4

第
三
年
次
（
１６
単
位
）

教育原理
教育心理学
文化教育学
独書購読
仏書購読
英書購読
教育学基礎演習
教育史基礎演習

通 2
通 2
通 2
⎫
⎬
⎭
通 2

通 2
⎫
⎬
⎭
通 2

4
4
4

4

／

4

第
四
年
次
（
１６
単
位
）

教育哲学
教育指導
独書購読
仏書購読
英書購読
演習（教育学）
演習（教育史）
演習（教育心理学）

通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2

4
4
4
／
⎫
�

⎬
�

⎭
4

専攻選択科目（20単位）

第
三
・
四
年
次
（
２０
単
位
）

米英教育学
教育史特論
教育課程論
社会科教科教育法
教育心理学実験演習Ⅰ
教育心理学実験演習Ⅱ
社会教育学
教育行政学
比較教育思想史
学校図書館学概論
図書選択法
資料整理法
西洋古代中世哲学史概説
西洋近世哲学史概説

通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2
通 2

4
4
4
3
2
2
4
4
4
2
2
2
⎫
⎬
⎭

4

卒業論文 8

教育学専攻登録上の注意
1．外国語は，英語を必修し，ドイツ語また
はフランス語のいずれか一方を選択しな
ければならない。しかし教育学の学問性
からしてドイツ語の選択がのぞましい
が，指導教授と相談の上決定されたい。

2．第三，第四年次の専門科目である独書購
読または仏書購読を登録するためには，
原則として外国語の独語または仏語のグ
レイドⅠ（4単位）を完了していなけれ
ばならない。

3．将来教職に就くことを希望する学生諸君
は，1年次に当大学の教職課程委員会が
配布する教職課程要項を熟読することが
必要である。

戦後カリキュラムの変遷１２６



2005 年
社会学科履修科目表（2005年度生用）

科目群 履修
年次 科目名 単位

必
修
科
目
（
４８
単
位
）

1～
1～
1～
1～
1～
1～
1～
2～
1～
1～
2～
3～
2～

3～

4

4

ファーストイヤーセミナー
現代社会論
社会問題論
マス・コミュニケーション論
現代社会と労働
教育文化論
社会学概論
エリアスタディ概論
社会学トピックス
社会調査入門
社会調査法
社会学理論
社会学演習Ⅰ
社会学演習Ⅱ（1）
社会学演習Ⅱ（2）
社会学演習Ⅲ（1）
社会学演習Ⅲ（2）
卒業論文

2
2
2
2
2
2
4
2
4
2
2
4
2
2
2
2
2
8

選
択
科
目
Ⅰ
Ａ
群

選
択
科
目
Ⅰ
か
ら
３８
単
位
以
上

選
択
科
目
Ⅰ
お
よ
び
Ⅱ
か
ら
６０
単
位
以
上

2～
2～
2～
2～
2～

2～

2～

3～

家族社会学
地域社会学
国際社会学
社会心理学
社会人類学
教育社会学（1）
教育社会学（2）
情報社会学
社会調査実習Ⅰ
社会調査実習Ⅱ

4
4
4
4
4
2
2
4
2
2

選
択
科
目
Ⅰ
Ｂ
群

2～

2～
2～
2～
2～
2～
1～
2～

2～

2～

2～

2～

2～

2～

社会統計学Ⅰ
社会統計学Ⅱ
質的調査法
社会学説史
社会病理学
文化社会学
ジェンダーの社会学
現代社会学
社会学特講Ⅰ
社会学特講Ⅱ
社会学特講Ⅲ
現代社会学特論Ⅰ
現代社会学特論Ⅱ
外国書講読（ドイツ語）Ⅰ
外国書講読（ドイツ語）Ⅱ
外国書講読（フランス語）Ⅰ
外国書講読（フランス語）Ⅱ
外国書講読（中国語）Ⅰ
外国書講読（中国語）Ⅱ
外国書講読（ハングル）Ⅰ
外国書講読（ハングル）Ⅱ

2
2
2
2
4
4
4
4
4
4
4
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

科目群 履修
年次 科目名 単位

選
択
科
目
Ⅱ

選
択
科
目
Ⅱ
か
ら
２０
単
位
以
上

選
択
科
目
Ⅰ
お
よ
び
Ⅱ
か
ら
６０
単
位
以
上

2～

2～

▼共通選択科目
▼他学部・他学科科目
▼同志社大学女子大学

単位互換科目
▼大学コンソーシアム京都

単位互換科目
Overseas English

Language ProgramⅠ
Overseas English

Language ProgramⅡ

5

5

選
択
科
目
Ⅲ

英
語
以
外
４
単
位

英
語
１２
単
位

▼英語
▼ドイツ語
▼フランス語
▼中国語
▼スペイン語
▼ロシア語
▼ハングル

自
由
科
目

▼自由科目

戦後カリキュラムの変遷 １２７



社会福祉学科履修科目表（2005年度生用）

科目群 履修
年次 科目名 単位

必
修
科
目
（
５０
単
位
）

1～
1～
1～
1～
1～
1～
1～
1～
1～
2～

3～

4

1～
1～
2～
4

1～
1～

ファーストイヤーセミナー
現代社会論
社会問題論
マス・コミュニケーション論
現代社会と労働
教育文化論
福祉と人権
社会福祉原論
社会福祉学基礎演習Ⅰ
社会福祉学基礎演習Ⅱ
社会福祉学基礎演習Ⅲ
社会福祉学専門演習Ⅰ
社会福祉学専門演習Ⅱ
社会福祉学専門演習Ⅲ
社会福祉学専門演習Ⅳ
社会福祉実習Ⅰ
社会福祉実習Ⅱ
社会福祉実習Ⅲ
卒業論文
スポーツ・パフォーマンス 1
スポーツ・パフォーマンス 2

2
2
2
2
2
2
2
4
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8

選
択
科
目
Ⅰ
Ａ
群

選
択
科
目
Ⅰ
か
ら
２４
単
位
以
上
（
Ａ
か
ら
Ｅ
群
そ
れ
ぞ
れ
か
ら
４
単
位
以
上
を
含
む
）

選
択
科
目
Ⅰ
・
Ⅱ
・
Ⅲ
か
ら
７４
単
位

1～
2～
2～
2～
2～
2～
2～

社会福祉の歴史と思想
社会福祉法制
国際社会福祉
社会保障論
社会福祉政策
社会福祉施設経営論
社会福祉行財政論

2
2
4
4
2
2
2

選
択
科
目
Ⅰ
Ｂ
群

1～
2～
2～
3～
2～
3～

4

2～
2～
2～
4

2～
2～

ソーシャルワーク論Ⅰ
ソーシャルワーク論Ⅱ
ソーシャルワーク論Ⅲ
ソーシャルワーク演習Ⅰ
ソーシャルワーク演習Ⅱ
社会福祉実習Ⅳ
社会福祉実習Ⅴ
社会福祉実習Ⅵ
社会福祉実習Ⅶ
社会福祉実習Ⅷ
精神保健福祉援助技術総論
精神保健福祉援助技術各論
精神保健福祉援助演習
精神保健福祉援助実習Ⅰ
精神保健福祉援助実習Ⅱ
社会問題実習
国際社会福祉実習

4
4
4
4
4
2
3
3
2
2
4
4
4
2
2
4
4

選
択
科
目
Ⅰ
Ｃ
群
（
４
）

1～
1～
1～
2～
2～
2～
2～
2～
2～

NPO・ボランティア活動論
児童福祉論
障害者福祉論
高齢者福祉論
地域福祉論
家族福祉論
公的扶助論
医療福祉論
司法福祉論

2
4
4
4
4
2
4
2
2

科目群 履修
年次 科目名 単位

選
択
科
目
Ⅰ
Ｄ
群

選
択
科
目
Ⅰ
か
ら
２４
単
位
以
上（
Ａ
か
ら
Ｅ
群
そ
れ
ぞ
れ
か
ら
４
単
位
以
上
を
含
む
）

選
択
科
目
Ⅰ
・
Ⅱ
・
Ⅲ
か
ら
７４
単
位

1～
1～
2～
2～
2～
2～
2～
2～
2～
2～
2～

ジェンダーと社会福祉
福祉社会論
医学一般
介護概論
精神医学
精神科リハビリテーション学
精神保健福祉論
公衆保健学
精神保健学
社会統計学Ⅰ
社会統計学Ⅱ
社会福祉特講

2
2
4
2
4
4
4
4
4
2
2
2

選
択
科
目
Ⅰ
Ｅ
群

3～

3～

3～

3～

3～

外国書講読（英語）Ⅰ
外国書講読（英語）Ⅱ
外国書講読（ドイツ語）Ⅰ
外国書講読（ドイツ語）Ⅱ
外国書講読（フランス語）Ⅰ
外国書講読（フランス語）Ⅱ
外国書講読（中国語）Ⅰ
外国書講読（中国語）Ⅱ
外国書講読（ハングル）Ⅰ
外国書講読（ハングル）Ⅱ

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

選
択
科
目
Ⅱ

選
択
科
目
Ⅱ
か
ら
２４
単
位
以
上

3～

2～

福祉科教育法 A
福祉科教育法 B
心理学概論（1）
心理学概論（2）

2
2
2
2

▼共通選択科目
▼他学部・他学科科目
▼同志社大学女子大学

単位互換科目
▼大学コンソーシアム京都

単位互換科目

選
択
科
目
Ⅲ

英
語
以
外
４
単
位
以
上

英
語
８
単
位
以
上

▼英語
▼ドイツ語
▼フランス語
▼中国語
▼スペイン語
▼ロシア語
▼ハングル

自
由
科
目

▼自由科目

戦後カリキュラムの変遷１２８



メディア学科履修科目表（2005年度生用）

科目群 履修
年次 科目名 単位

必
修
科
目
（
３４
単
位
）

1～
1～
1～
1～
1～
1～
1～

2～

3～

4

4

ファーストイヤーセミナー
現代社会論
社会問題論
マス・コミュニケーション論
現代社会と労働
教育文化論
メディア学実習
メディア学基礎演習Ⅰ
メディア学基礎演習Ⅱ
メディア学演習Ⅰ
メディア学演習Ⅱ
メディア学演習Ⅲ
メディア学演習Ⅳ
卒業論文

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8

選
択
科
目
Ⅰ
Ａ
群

選
択
科
目
Ⅰ
群
か
ら
３６
単
位
以
上

1～
1～
2～

2～

2～
2～

ジャーナリズム史
メディア史
メディア・リテラシー概論
新聞学原論Ⅰ
新聞学原論Ⅱ
比較メディア論
現代メディア・ジャーナリズム論

2
2
2
2
2
2
2

選
択
科
目
Ⅰ
Ｂ
群

2～
2～
2～
2～
2～
2～
2～
2～
2～

ジェンダーとメディア
情報行動論
環境情報学
映像情報学
メディア社会論
広報学
世論と社会
メディア産業論
メディア法制倫理

2
2
2
2
2
2
2
2
2

選
択
科
目
Ⅰ
Ｃ
群

2～
2～

2～

2～
2～
2～
2～
2～

コミュニケーション論
現代史
メディア心理学Ⅰ
メディア心理学Ⅱ
現代文化論
広告論
マルチメディア論
国際コミュニケーション論
放送論

2
2
2
2
2
2
2
2
2

科目群 履修
年次 科目名 単位

選
択
科
目
Ⅰ
Ｄ
群

選
択
科
目
Ⅰ
群
か
ら
３６
単
位
以
上

2～

1～
2～

2～

2～

2～

2～

2～

1～

社会統計学Ⅰ
社会統計学Ⅱ
社会学概論
社会思想史
外国書講読（英語）Ⅰ
外国書講読（英語）Ⅱ
外国書講読（ドイツ語）Ⅰ
外国書講読（ドイツ語）Ⅱ
外国書講読（フランス語）Ⅰ
外国書講読（フランス語）Ⅱ
外国書講読（中国語）Ⅰ
外国書講読（中国語）Ⅱ
外国書講読（ハングル）Ⅰ
外国書講読（ハングル）Ⅱ
スポーツ・パフォーマンス 1
スポーツ・パフォーマンス 2

2
2
4
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

選
択
科
目
Ⅱ

選
択
科
目
Ⅱ
か
ら

３０
単
位
以
上

▼共通選択科目
▼他学部・他学科科目
▼同志社大学女子大学

単位互換科目
▼大学コンソーシアム京都

単位互換科目

選
択
科
目
Ⅲ

英
語
１２
単
位
以
上

英
語
以
外
１２
単
位
以
上

▼英語
▼ドイツ語
▼フランス語
▼中国語
▼スペイン語
▼ロシア語
▼ハングル

自
由
科
目

▼自由科目

戦後カリキュラムの変遷 １２９



産業関係学科履修科目表（2005年度生用）

科目群 履修
年次 科目名 単位

必
修
科
目
（
４０
単
位
）

1～
1～
1～
1～
1～
1～
1～

2～

2～

2～

1～

3～

4

4

ファーストイヤーセミナー
現代社会論
社会問題論
マス・コミュニケーション論
現代社会と労働
教育文化論
産業関係基礎論
産業関係文献演習Ⅰ
産業関係文献演習Ⅱ
産業関係学基礎論文
産業関係論（1）
産業関係論（2）
基礎経済学（1）
基礎経済学（2）
産業関係学演習Ⅰ
産業関係学演習Ⅱ
産業関係学演習Ⅲ
産業関係学演習Ⅳ
卒業論文

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
4

選
択
科
目
Ⅰ
Ａ
群

選
択
科
目
Ⅰ
群
か
ら
３８
単
位
以
上

2～

2～
2～

2～

2～

2～

3～

3～

2～

2～

2～

2～

3～

3～

1～

3～

3～

労働問題（1）
労働問題（2）
産業構造論
産業組織論
産業社会学（1）
産業社会学（2）
社会政策（1）
社会政策（2）
産業関係論特講 A
産業関係論特講 B
産業関係論特講 C
産業調査統計論（1）
産業調査統計論（2）
社会保障法
産業技術論（1）
産業技術論（2）
労働科学論（1）
労働科学論（2）
労務管理論（1）
労務管理論（2）
労働市場論（1）
労働市場論（2）
産業関係実習Ⅰ
産業関係実習Ⅱ
産業調査実習Ⅰ
産業調査実習Ⅱ
外国書基礎講読（英語）Ⅰ
外国書基礎講読（英語）Ⅱ
外国書講読（英語）Ⅰ
外国書講読（英語）Ⅱ
外国書講読（ドイツ語）Ⅰ
外国書講読（ドイツ語）Ⅱ

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

科目群 履修
年次 科目名 単位

選
択
科
目
Ⅰ
Ａ
群

選
択
科
目
Ⅰ
群
か
ら
３８
単
位
以
上

3～

3～

3～

2～

3～

外国書講読（フランス語）Ⅰ
外国書講読（フランス語）Ⅱ
外国書講読（中国語）Ⅰ
外国書講読（中国語）Ⅱ
外国書講読（ハングル）Ⅰ
外国書講読（ハングル）Ⅱ
組織行動学（1）
組織行動学（2）
労働法Ⅰ
労働法Ⅱ

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

選
択
科
目
Ⅰ
Ｂ
群

1～
1～
1～
1～
1～
2～
2～
2～
2～
1～

スポーツと社会
スポーツ運動と教育
からだと運動の科学
運動・スポーツ心理学研究
スポーツ外傷・障害
スポーツ・マネージメント
スポーツのメンタル・マネジメント
スポーツと情報
体力トレーニング論
スポーツ・トピックス 2

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

選
択
科
目
Ⅱ

選
択
科
目
Ⅱ
か
ら

２２
単
位
以
上

▼共通選択科目
▼他学部・他学科科目
▼同志社大学女子大学

単位互換科目
▼大学コンソーシアム京都

単位互換科目

選
択
科
目
Ⅲ

英
語
１６
単
位
以
上

英
語
以
外
８
単
位
以
上

1～ Social Science in EnglishⅠ 2

1～ Social Science in EnglishⅡ 2

1～ Industrial Relations in EnglishⅠ 2

1～ Industrial Relations in EnglishⅡ 2

▼英語
▼ドイツ語
▼フランス語
▼中国語
▼スペイン語
▼ロシア語
▼ハングル

自
由
科
目

▼自由科目

戦後カリキュラムの変遷１３０



社会学部 教育文化学科履修科目表
（2005年度生用）

科目群 履修
年次 科目名 単位

必
修
科
目
（
２０
単
位
）

1～
1～
1～
1～
1～
1～
1～
1～
4

ファーストイヤーセミナー
現代社会論
社会問題論
マス・コミュニケーション論
現代社会と労働
教育文化論
文化と人間形成
教育学基礎演習
卒業論文

2
2
2
2
2
2
2
2
4

選
択
科
目
Ⅰ
Ａ
群

選
択
科
目
Ⅰ
か
ら
５６
単
位
以
上
（
Ａ
群
１６
単
位
以
上
、
Ｂ
群
１６
単
位
以
上
、
Ｃ
群
４
単
位
以
上
、
Ｄ
群
４
単
位
以
上
を
含
む
）

2～
2～
1～

1～
2～
2～
2～
2～
1～
1～
2～
2～
2～
1～
2～
2～
1～
1～

教育哲学
教育人間学
日本教育文化史（1）
日本教育文化史（2）
西洋教育文化史（1）
西洋教育文化史（2）
教育問題史
日本教育事情
キリスト教人間形成論
比較教育思想
キリスト教教育文化論
多文化社会の教育と宗教
教育心理学（1）
教育心理学（2）
異文化間教育論
文化交流と教育
異文化間心理教育論
バイリンガリズムと教育
ジェンダーと教育
海外教育事情
教育文化学特定研究Ⅰ
教育文化学特定研究Ⅱ

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

選
択
科
目
Ⅰ
Ｂ
群

2～
2～
2～
2～
2～

1～
2～
2～
2～
2～
1～

2～
2～
2～
2～
2～

継続教育論
高等教育論
教育行政学
学校教育制度論
学校教育学（1）
学校教育学（2）
社会教育学（1）
社会教育学（2）
家庭教育論
生涯教育計画論
比較生涯学習論
教育社会学（1）
教育社会学（2）
生涯スポーツ教育論
日本の教育
学術情報利用教育論
情報リテラシー教育論
学校教育図書館論
公共図書館特論
図書館史

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

科目群 履修
年次 科目名 単位

選
択
科
目
Ⅰ
Ｃ
群

選
択
科
目
Ⅰ
か
ら
５６
単
位
以
上

2～

教育学演習 A
教育学演習 B
教育学演習 C
教育学演習 D
教育学演習 E
教育学演習 F

2
2
2
2
2
2

選
択
科
目
Ⅰ
Ｄ
群

3～

3～

教育文化学演習Ⅰ
教育文化学演習Ⅱ
生涯学習論演習Ⅰ
生涯学習論演習Ⅱ

2
2
2
2

選
択
科
目
Ⅰ
Ｅ
群

4

4

4

教育文化学演習Ⅲ
教育文化学演習Ⅳ
生涯学習論演習Ⅲ
生涯学習論演習Ⅳ
卒業論文特別指導

2
2
2
2
4

選
択
科
目
Ⅱ

２０
単
位
以
上

▼共通選択科目
▼他学部・他学科科目
▼同志社大学女子大学

単位互換科目
▼大学コンソーシアム京都

単位互換科目

選
択
科
目
Ⅲ
Ａ
群

選
択
科
目
Ⅲ
か
ら
２８
単
位
以
上
（
Ａ
群
よ
り
１２
単
位
以
上
を
含
む
）

1～

1～

1～

1～

英書講読 A（1）／（2）
英書講読 B（1）／（2）
英書講読 C（1）／（2）
英書講読 D（1）／（2）
英書講読 E（1）／（2）
英書講読 F（1）／（2）
英書講読 G（1）／（2）
英書講読 H（1）／（2）
英書講読 J （1）／（2）
英書講読 K（1）／（2）
英書講読 L（1）／（2）
独書講読 A
独書講読 B
独書講読 C
独書講読 D
仏書講読 A
仏書講読 B
仏書講読 C
仏書講読 D
漢文古文講読 A
漢文古文講読 B
漢文古文講読 C
漢文古文講読 D

2/2
2/2
2/2
2/2
2/2
2/2
2/2
2/2
2/2
2/2
2/2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

選
択
科
目
Ⅲ
Ｂ
群

▼英語
▼ドイツ語
▼フランス語
▼中国語
▼スペイン語
▼ロシア語
▼ハングル

自
由
科
目

▼自由科目

戦後カリキュラムの変遷 １３１



資料 9

歴代教員一覧

解題：旧・文学部社会学科、旧・文学部文化学科教育学専攻、社会学部の歴代所属教員の一覧を整理した。
新制大学発足（1948年）以前の社会事業学専攻、厚生学専攻、厚生学科、社会学科の所属教員も含めた。
入社日、退職日、移籍日は人事企画課所蔵の人事記録に依った。

今出川キャンパス・弘風館

新町キャンパス・渓水館

１３２



名
前
＊

1
同
志
社
大
学

移
籍
＊

3
学
部
就
任
時
所
属
＊

4
学
部
内
異
動

備
考

入
社
日

退
職
日
＊

2
名
称

異
動
日

竹
中

勝
男

19
30
年

4
月

1
日

19
53
年

3
月

31
日

社
会
福
祉
学
専
攻
＊

5
19

31
年
社
会
事
業
学
専
攻
、

19
41
年
厚
生
学
専
攻
、

19
44
年

厚
生
学
科

志
賀

英
雄

19
32
年

5
月

1
日

19
79
年

3
月

31
日

教
育
学
専
攻
＊

5
19

32
年
哲
学
科
助
手
、

19
44
年
経
済
専
門
学
校
等
を
経
て
、

19
48
年
文
学
部
教
授

嶋 ［
島
］田
啓
一
郎

19
35
年

4
月

1
日

19
80
年

3
月

31
日

社
会
福
祉
学
専
攻
＊

5
19

35
年
神
学
科
助
手
、

19
41
年
厚
生
学
専
攻
、
休
職
を
経
て

19
46
年
法
文
学
部
助
教
授

大
林

宗
嗣

19
35
年

4
月

1
日

19
44
年

9
月

25
日

─
＊

5
19

41
年
厚
生
学
専
攻
。

19
44
年

9
月
に
逝
去

竹
内

愛
二

19
42
年

4
月

1
日

19
46
年

3
月

31
日

─
＊

5
19

42
年
厚
生
学
専
攻
・
厚
生
館
主
事
、

19
44
年
厚
生
学
科

伊
藤

規
矩
治

19
46
年

4
月

1
日

19
82
年

3
月

31
日

社
会
学
専
攻
＊

5
産
業
関
係
学
専
攻

19
66

/4
/1

小
松

堅
太
郎

19
46
年

4
月

1
日

19
59
年

5
月

4
日

19
51

/1
0/

3（
出
）
社
会
学
専
攻
＊

5
19

48
年

11
月
免
職
、

19
51
年

10
月
に
復
職
後
、
法
学
部
教

授
。
在
職
中
に
逝
去

橋
本

眞 ［
真
］

19
48
年

4
月

1
日

19
70
年

3
月

31
日

社
会
学
専
攻

江
藤

則
義

19
48
年

5
月

7
日

19
51
年

3
月

31
日

社
会
学
専
攻

青
木

次
彦

19
48
年

9
月

15
日

19
88
年

3
月

31
日

19
70

/4
/1（
入
）
教
育
学
専
攻

19
48
年
図
書
館
・
書
記
、

19
70
年
文
学
部
講
師

中
條 ［
条
］

毅
19

49
年

3
月

1
日

19
91
年

3
月

31
日

社
会
福
祉
学
専
攻

産
業
関
係
学
専
攻

19
66

/4
/1

青
井

厚
19

38
年

4
月

1
日

19
78
年

3
月

31
日

19
49

/4
/1（
入
）
社
会
学
専
攻

19
38
年
専
門
学
校
主
事
補
、

19
42
年
専
門
学
校
任
教
授
、

19
46

年
外
専
教
授
、

19
49
年
文
学
部
移
籍

吉
川

哲
太
郎

19
32
年

4
月

1
日

19
70
年

2
月

28
日

19
49

/4
/1（
入
）
教
育
学
専
攻

19
32
年
専
門
学
校
講
師
、

19
49
年
文
学
部
移
籍

和
田

洋
一

19
46
年

4
月

1
日

19
74
年

3
月

31
日

19
49

/8
/1

1（
入
）
新
聞
学
専
攻

19
46
年
予
科
教
授
、

19
48
年
教
養
学
部
教
授
、

19
49
年
文
学

部
移
籍

Je
an

H
.

G
ra

nt
19

50
年

4
月

1
日

19
61
年

10
月

1
日
日

社
会
福
祉
学
専
攻

小
倉

襄
二

19
50
年

4
月

1
日

19
97
年

3
月

31
日

社
会
福
祉
学
専
攻

住
谷

申
一

19
50
年

4
月

1
日

19
64
年

7
月

12
日

新
聞
学
専
攻

在
職
中
に
逝
去

M
ar

y
F.

W
oo

d
19

50
年

4
月

1
日

19
74
年

3
月

31
日

社
会
福
祉
学
専
攻

奥
村

光
堂

19
48
年

5
月

1
日

19
78
年

7
月

15
日

19
51

/4
/1（
入
）
教
育
学
専
攻

19
48
年
教
養
学
部
、

19
51
年
文
学
部
移
籍
。
在
職
中
に
逝
去

井
垣

章
二

19
53
年

4
月

1
日

19
98
年

3
月

31
日

社
会
福
祉
学
専
攻

社
会
学
専
攻

19
93

/4
/1

八
田
恭
昌 ［
良
太
郎
］

19
53
年

5
月

1
日

19
92
年

11
月

18
日

新
聞
学
専
攻

在
職
中
に
逝
去

大
塚

達
雄

19
54
年

4
月

1
日

19
92
年

3
月

31
日

社
会
福
祉
学
専
攻

小
林

栄
一

19
55
年

4
月

1
日

19
61
年

2
月

11
日

新
聞
学
専
攻

在
職
中
に
逝
去

森
章

博
19

55
年

4
月

1
日

19
96
年

3
月

31
日

教
育
学
専
攻

松
本

通
晴

19
56
年

4
月

1
日

19
94
年

10
月

10
日

社
会
学
専
攻

在
職
中
に
逝
去

山
本

明
19

57
年

4
月

1
日

19
93
年

8
月

31
日

新
聞
学
専
攻

D
or

ot
hy

D
es

sa
u

19
58
年

4
月

1
日

19
70
年

9
月

30
日

社
会
福
祉
学
専
攻

大
学
院
嘱
託
講
師（

19
51

−
55
）、
訪
問
教
授（

19
56

−
57
）、

19
58

年
文
学
部
教
授

住
谷

磬
19

59
年

4
月

1
日

19
94
年

3
月

31
日

社
会
福
祉
学
専
攻
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名
前
＊

1
同
志
社
大
学

移
籍
＊

3
学
部
就
任
時
所
属
＊

4
学
部
内
異
動

備
考

入
社
日

退
職
日
＊

2
名
称

異
動
日

吉
田

貞
夫

19
60
年

10
月

1
日

19
74
年

2
月

28
日

教
育
学
専
攻

鶴
見

俊
輔

19
61
年

9
月

1
日

19
70
年

3
月

31
日

新
聞
学
専
攻

井
上

勝
也

19
61
年

10
月

1
日

20
04
年

3
月

31
日

教
育
学
専
攻

辻
村

一
郎

19
62
年

4
月

1
日

20
01
年

3
月

31
日

新
聞
学
専
攻

産
業
関
係
学
専
攻

19
66

/4
/1

城
戸

又
一

19
63
年

4
月

1
日

19
72
年

10
月

31
日

新
聞
学
専
攻

宮
城

宏
19

63
年

9
月

1
日

19
74
年

3
月

31
日

社
会
学
専
攻

角
田

豊
19

64
年

4
月

1
日

19
78
年

9
月

7
日

社
会
福
祉
学
専
攻

産
業
関
係
学
専
攻

19
66

/4
/1
在
職
中
に
逝
去

間
場

寿
一

19
65
年

4
月

1
日

19
73
年

3
月

31
日

社
会
学
専
攻

北
村

日
出
夫

19
65
年

4
月

1
日

20
02
年

3
月

31
日

新
聞
学
専
攻

社
会
学
専
攻

19
97

/4
/1

三
塚

武
男

19
66
年

4
月

1
日

19
97
年

3
月

31
日

産
業
関
係
学
専
攻

竹
中

和
郎

19
66
年

4
月

1
日

19
75
年

3
月

31
日

社
会
学
専
攻

松
村

彰
19

70
年

5
月

1
日

20
09
年

3
月

31
日

産
業
関
係
学
専
攻

産
業
関
係
学
科

20
05

/4
/1

井
岡

勉
19

71
年

4
月

1
日

20
07
年

3
月

31
日

社
会
福
祉
学
専
攻

社
会
福
祉
学
科

20
05

/4
/1

三
沢

謙
一

19
71
年

4
月

1
日

20
05
年

3
月

31
日

社
会
学
専
攻

山
口

功
二

19
72
年

4
月

1
日

20
12
年

3
月

31
日

新
聞
学
専
攻

メ
デ
ィ
ア
学
科

20
05

/4
/1

原
田

彰
19

73
年

4
月

1
日

19
79
年

3
月

31
日

教
育
学
専
攻

竹
内

成
明

19
73
年

4
月

1
日

20
04
年

3
月

31
日

新
聞
学
専
攻

岡
満

男
19

73
年

9
月

1
日

19
90
年

3
月

31
日

新
聞
学
専
攻

岩
瀬

庸
理

19
74
年

4
月

1
日

19
78
年

3
月

31
日

社
会
学
専
攻

渡
辺

信
一

19
75
年

4
月

1
日

20
05
年

3
月

31
日

教
育
学
専
攻

青
木

康
容

19
76
年

4
月

1
日

19
97
年

3
月

31
日

社
会
学
専
攻

天
木

志
保
美

19
77
年

4
月

1
日

20
00
年

3
月

31
日

社
会
学
専
攻

金
子

邦
秀

19
77
年

4
月

1
日
在
職
中

教
育
学
専
攻

教
育
文
化
学
科

20
05

/4
/1

渡
辺

武
男

19
77
年

4
月

1
日

20
04
年

3
月

11
日

社
会
学
専
攻

社
会
福
祉
学
専
攻

19
93

/4
/1
在
職
中
に
逝
去

石
田

光
男

19
78
年

4
月

1
日
在
職
中

産
業
関
係
学
専
攻

産
業
関
係
学
科

20
05

/4
/1

黒
木

保
博

19
78
年

4
月

1
日
在
職
中

社
会
福
祉
学
専
攻

社
会
福
祉
学
科

20
05

/4
/1

森
川

眞
規
雄

19
79
年

4
月

1
日
在
職
中

社
会
学
専
攻

社
会
学
科

20
05

/4
/1

沖
田

行
司

19
79
年

4
月

1
日
在
職
中

教
育
学
専
攻

教
育
文
化
学
科

20
05

/4
/1

佐
野

安
仁

19
79
年

4
月

1
日

19
98
年

3
月

31
日

教
育
学
専
攻

岡
本

民
夫

19
80
年

4
月

1
日

20
07
年

3
月

31
日

社
会
福
祉
学
専
攻

社
会
福
祉
学
科

20
05

/4
/1

國 ［
国
］生

寿 ［
壽
］

19
81
年

4
月

1
日

20
12
年

3
月

31
日

教
育
学
専
攻

教
育
文
化
学
科

20
05

/4
/1

香
川

孝
三

19
82
年

4
月

1
日

19
94
年

3
月

31
日

産
業
関
係
学
専
攻

中
田

喜
文

19
88
年

4
月

1
日
在
職
中

20
04

/3
/3

1（
出
）
産
業
関
係
学
専
攻

総
合
政
策
科
学
研
究
科

大
城

善
盛

19
89
年

4
月

1
日

20
06
年

3
月

31
日

教
育
学
専
攻

教
育
文
化
学
科

20
05

/4
/1
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名
前
＊

1
同
志
社
大
学

移
籍
＊

3
学
部
就
任
時
所
属
＊

4
学
部
内
異
動

備
考

入
社
日

退
職
日
＊

2
名
称

異
動
日

渡
辺

武
達

19
90
年

4
月

1
日
在
職
中

新
聞
学
専
攻

メ
デ
ィ
ア
学
科

20
05

/4
/1

中
道

實
19

91
年

4
月

1
日

19
96
年

3
月

31
日

社
会
学
専
攻

千
田

忠
男

19
92
年

4
月

1
日

20
12
年

3
月

31
日

産
業
関
係
学
専
攻

産
業
関
係
学
科

20
05

/4
/1

井
上

智
義

19
92
年

4
月

1
日
在
職
中

教
育
学
専
攻

教
育
文
化
学
科

20
05

/4
/1

小
山

隆
19

93
年

4
月

1
日
在
職
中

社
会
福
祉
学
専
攻

社
会
福
祉
学
科

20
05

/4
/1

浅
野

健
一

19
94
年

4
月

1
日
在
職
中

新
聞
学
専
攻

メ
デ
ィ
ア
学
科

20
05

/4
/1

佐
藤

卓
己

19
94
年

4
月

1
日

20
01
年

3
月

31
日

新
聞
学
専
攻

三
山

雅
子

19
95
年

4
月

1
日
在
職
中

産
業
関
係
学
専
攻

産
業
関
係
学
科

20
05

/4
/1

山
田

裕
子

19
95
年

4
月

1
日
在
職
中

社
会
福
祉
学
専
攻

社
会
福
祉
学
科

20
05

/4
/1

鯵
坂

学
19

96
年

4
月

1
日
在
職
中

社
会
学
専
攻

社
会
学
科

20
05

/4
/1

服
部

民
夫

19
96
年

4
月

1
日

20
02
年

3
月

31
日

社
会
学
専
攻

吉
田

亮
19

89
年

4
月

1
日
在
職
中

19
96

/4
/1（
入
）
教
育
学
専
攻

教
育
文
化
学
科

20
05

/4
/1
人
文
科
学
研
究
所
よ
り
移
籍

M
ar

th
a

M
en

se
nd

ie
k

19
96
年

9
月

1
日
在
職
中

社
会
福
祉
学
専
攻

社
会
福
祉
学
科

20
05

/4
/1

浦
坂

純
子

19
98
年

4
月

1
日
在
職
中

産
業
関
係
学
専
攻

産
業
関
係
学
科

20
05

/4
/1

尾
嶋

史
章

19
99
年

4
月

1
日
在
職
中

社
会
学
専
攻

社
会
学
科

20
05

/4
/1

柴
内

康
文

19
99
年

4
月

1
日

20
12
年

3
月

31
日

新
聞
学
専
攻

メ
デ
ィ
ア
学
科

20
05

/4
/1

多
田

葉
子

19
99
年

4
月

1
日

20
04
年

3
月

31
日

社
会
福
祉
学
専
攻

山
田

礼
子

20
00
年

4
月

1
日
在
職
中

教
育
学
専
攻

教
育
文
化
学
科

20
05

/4
/1

竹
内

長
武

20
01
年

4
月

1
日
在
職
中

新
聞
学
専
攻

メ
デ
ィ
ア
学
科

20
05

/4
/1

立
木

茂
雄

20
01
年

4
月

1
日
在
職
中

社
会
学
専
攻

社
会
学
科

20
05

/4
/1

寺
井

基
博

20
01
年

4
月

1
日
在
職
中

産
業
関
係
学
専
攻

産
業
関
係
学
科

20
05

/4
/1

藤
本

昌
代

20
02
年

4
月

1
日
在
職
中

社
会
学
専
攻

社
会
学
科

20
05

/4
/1

佐
伯

順
子

20
02
年

4
月

1
日
在
職
中

新
聞
学
専
攻

メ
デ
ィ
ア
学
科

20
05

/4
/1

河
崎

吉
紀

20
04
年

4
月

1
日
在
職
中

新
聞
学
専
攻

メ
デ
ィ
ア
学
科

20
05

/4
/1

越
水

雄
二

20
04
年

4
月

1
日
在
職
中

教
育
学
専
攻

教
育
文
化
学
科

20
05

/4
/1

空
閑

浩
人

20
04
年

4
月

1
日
在
職
中

社
会
福
祉
学
専
攻

社
会
福
祉
学
科

20
05

/4
/1

板
垣

竜
太

20
04
年

10
月

1
日
在
職
中

社
会
学
専
攻

社
会
学
科

20
05

/4
/1

小
林

久
高

20
04
年

10
月

1
日
在
職
中

社
会
学
専
攻

社
会
学
科

20
05

/4
/1

中
村

百
合
子

20
04
年

10
月

1
日

20
11
年

3
月

31
日

教
育
学
専
攻

教
育
文
化
学
科

20
05

/4
/1

阿
形

健
司

20
05
年

4
月

1
日
在
職
中

産
業
関
係
学
科

青
木

貞
茂

20
05
年

4
月

1
日
在
職
中

メ
デ
ィ
ア
学
科

倉
持

史
朗

20
05
年

4
月

1
日

20
08
年

3
月

31
日

社
会
福
祉
学
科

野
村

裕
美

20
05
年

4
月

1
日
在
職
中

社
会
福
祉
学
科

M
ar

ie
A

.
T

ho
rs

te
n

20
05
年

4
月

1
日
在
職
中

20
10

/3
/3

1（
出
）
教
育
文
化
学
科

グ
ロ
ー
バ
ル
・
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
学
部
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名
前
＊

1
同
志
社
大
学

移
籍
＊

3
学
部
就
任
時
所
属
＊

4
学
部
内
異
動

備
考

入
社
日

退
職
日
＊

2
名
称

異
動
日

冨
田

安
信

20
05
年

4
月

1
日
在
職
中

産
業
関
係
学
科

鵜
飼

孝
造

20
05
年

4
月

1
日
在
職
中

社
会
学
科

埋
橋

孝
文

20
05
年

4
月

1
日
在
職
中

社
会
福
祉
学
科

B
ru

ce
W

hi
te

20
05
年

4
月

1
日
在
職
中

20
09

/3
/3

1（
出
）
社
会
学
科

国
際
教
育
イ
ン
ス
テ
ィ
テ
ュ
ー
ト

上
野
谷

加
代
子

20
05
年

10
月

1
日
在
職
中

社
会
福
祉
学
科

Ph
ili

p
J.

C
un

ni
ng

ha
m

20
06
年

4
月

1
日

20
10
年

3
月

31
日

メ
デ
ィ
ア
学
科

木
原

活
信

20
06
年

4
月

1
日
在
職
中

社
会
福
祉
学
科

宇
治
郷

毅
20

07
年

4
月

1
日
在
職
中

教
育
文
化
学
科

金
子

絵
里
乃

20
08
年

4
月

1
日

20
10
年

3
月

31
日

社
会
福
祉
学
科

永
田

祐
20

08
年

4
月

1
日
在
職
中

社
会
福
祉
学
科

森
山

智
彦

20
09
年

4
月

1
日
在
職
中

産
業
関
係
学
科

勝
野

宏
史

20
10
年

4
月

1
日
在
職
中

メ
デ
ィ
ア
学
科

樽
井

康
彦

20
10
年

4
月

1
日

20
12
年

3
月

31
日

社
会
福
祉
学
科

楊
奕

20
10
年

4
月

1
日
在
職
中

教
育
文
化
学
科

Fa
bi

o
R

.
G

yg
i

20
10
年

10
月

1
日
在
職
中

社
会
学
科

原
田

隆
史

20
11
年

4
月

1
日
在
職
中

教
育
文
化
学
科

＊
1
文
学
部
（
社
会
学
部
）
へ
の
就
任
順
（
同
期
の
場
合
は
名
前
の
ア
ル
フ
ァ
ベ
ッ
ト
順
）
に
並
べ
た
。
な
お
保
健
体
育
、
第
二
外
国
語
の
担
当
教
員
は
除
い
た
。

＊
2
「
在
職
中
」
は

20
12
年

4
月

1
日
現
在
。

＊
3
「
移
籍
」
欄
で
、（
入
）
は
同
志
社
内
の
他
の
所
属
か
ら
本
学
部
に
移
籍
し
て
き
た
日
、（
出
）
は
本
学
部
か
ら
同
志
社
内
の
他
の
所
属
に
移
籍
し
た
日
を
表
す
。

＊
4
社
会
福
祉
学
専
攻
に
は
社
会
福
祉
専
攻
（

19
48

.
4～

19
52

.
3）
を
、
新
聞
学
専
攻
に
は
メ
デ
ィ
ア
学
専
攻
（

20
04

.
4～

20
05

.
3）
を
、
教
育
学
専
攻
に
は
教
育
学
及
心
理
学
専
攻
（

19
48

.
4～

19
67

.
3）
を
含
む
。

＊
5
新
制
大
学
発
足
（

19
48

.
4.

1）
以
前
に
入
社
し
た
教
員
は
、

19
48
年

4
月

1
日
時
点
の
所
属
を
記
す
。
同
時
点
で
退
職
し
て
い
た
教
員
は
－
印
を
付
け
た
。

歴代教員一覧１３６



資料 10

紀要総目次

解題：本号をもって 100号を迎える『評論・社会科学』は、同志社大学文学部で組織された同志社大学人
文学会の発行する学術雑誌（いわゆる紀要）として、1971年 2月に創刊された。
その前誌は同学会の発行していた『人文學』である。1948年 4月に新制大学として再出発した同志社大

学文学部の紀要として『人文學』第 1集が発行されたのは同年 12月のことであった。第 1集には文化学
科の濱田與助、社会学科の竹中勝男、英文学科の矢野禾積による論文が掲載された。すなわち、文学部を
構成する 3学科それぞれの教員が 1本ずつ寄稿したのである。第 3輯（「集」「輯」「号」などの表記は原
本のママ）からは英文学科、社会学科、文化学科が交替で特集を組む形式となった。社会学科による特集
号は第 4輯に始まり、第 117号まで続いた。その間、1956年の第 21号から第二外国語の教員による「外
国語・外国文学研究特集」がこの輪に加わった（ただし、各特集が規則的にローテーションしていたわけ
では無いようである）。
この形式での『人文學』の発行は 1970年の第 119号まで続いた（第 120号は総目次）。『人文學』創刊

時の会員数は 18名だったが、その後文学部教員が増加し、この頃までに 100名を越えていた。そのため、
「各学科ごとに独立の機関誌をもって研究成果を発表すべきだという声が大きくなっていった」（伊藤規矩
治「「評論・社会科学」創刊にあたって」）。そこで、英文学科の「英語・英文学研究特集」が『同志社大
学英語英文学研究』として、社会学科の「社会学科特集」が『評論・社会科学』として別々に刊行される
ことになった。『人文學』は引き続き発行され、文化学科の「文化学科特集」を受け継ぐ雑誌となった。3

学科はいずれも同志社大学人文学会にとどまったが、第二外国語の教員は文学部内で新たに同志社大学外
国文学会を発足させ、「外国語・外国文学研究特集」を引き継ぐ『同志社外国文学研究』を創刊した。つ
まり、1970年度中に 1学会・1雑誌から 2学会・4雑誌へと再編されたのである。『評論・社会科学』はこ
うして生まれた。

2005年 4月、文学部から分離するかたちで社会学部が設置された。これにともない、学会も同志社大学
社会学会として新たに発足した。雑誌名はそのまま維持し、2005年 10月発行の 77号より発行名義が社会
学会と変更された。84号からは判型が変更され、縦組みから横組みを主とする雑誌となり、査読体制も整
えられ、今日に至っている。
以上の歴史に鑑み、本号には『評論・社会科学』だけではなく、『人文學』の「社会学科特集」も合わ

せて総目次を掲載することにした。なお、ここにタイトルを掲載した論文は、基本的に全て同志社大学学
術リポジトリ（http : //elib.doshisha.ac.jp/japanese/）から閲覧できることを付記しておく。

『人文學』「社会学科特集」総目次

（備考）4号・7号は「社会学特集」、それ以降は「社会学科特集」と表記されている。開始頁で
通常の数字は縦組の論文、斜体の数字は横組の論文であることを示している。

第 4輯（1951年発行）
研究

同志社社會學の建設をめざして…………………………………………………………竹中 勝男

１３７



社會學の全體的綜合的對象としての全體社會
（Community-the whole integral object of sociology）
──全體社會を對象とする社會學の樹立のために──…………………………江藤 則義 1

變動期に於ける社會の倫理………………………………………………………………青井 厚 34

論評

社會崩壊の研究における問題……………………………………………………………竹中 勝男 77

社會主義の英國的環境……………………………………………………………………嶋田啓一郎 91

社會的行爲に關する考察…………………………………………………………………橋本 眞 118

海外新聞とジョセフ・ヒコ………………………………………………………………住谷 申一 141

日本低賃銀論………………………………………………………………………………中條 毅 158

SOME BASIC PRINCIPLES OF CASE WORK PRACTICE ………………………Mary F. Wood 1

SOME THOUGHTS ON THE PROBLEMS OF
SOCIAL GROUP WORK IN JAPAN ………………………………………………Jean H. Grant 25

資料・書評

伊藤律との架空會見記……………………………………………………………………和田 洋一 172

竹中勝男教授「社會福祉研究」附 ──社會福祉の現實的限界について──……小倉 襄二 177

第 7輯（1952年発行）
論文

社會保障の基本的性格……………………………………………………………………嶋田啓一郎 1

社會哲學の現代的意義と課題……………………………………………………………青井 厚 28

地域社會の組織化と教育…………………………………………………………………伊藤規矩治 50

ヂャアナリズムの断層 ──特にファシズム釀成の土壤について──……………住谷 申一 75

高賃銀に關する一考察……………………………………………………………………中條 毅 98

社會事業の客体領域について……………………………………………………………小倉 襄二 148

第 11輯（1953年発行）
論文

社会事業の基本的性格……………………………………………………………………竹中 勝男 1

恤救規則の背景 ──日本社会事業分析資料（Ⅰ）──……………………………小倉 襄二 18

社会的危機と道德…………………………………………………………………………青井 厚 35

新聞逆コース論……………………………………………………………………………和田 洋一 51

馬場辰猪の草莽性…………………………………………………………………………住谷 申一 62

第 13号（1953年発行）
論文

アメリカにおける教育社会学の沿革……………………………………………………伊藤規矩治 1

佐幕派新聞の性格…………………………………………………………………………住谷 申一 19

コミュニティ指導者訓練の研究…………………………………………………………メアリ・ウッド 41

紀要総目次１３８



第 16号（1954年発行）
論文

原子力時代における社会学の諸傾向 ──社会哲学的傾向を中心として──……青井 厚 1

「下層社会」の形成－社会事業対象論の課題として
──日本社会事業分析資料（Ⅱ）──……………………………………………小倉 襄二 24

行動規準と逸脱行動………………………………………………………………………井垣 章二 45

「文化」の概念 ──C. クラックホーンを中心として── ………………………八田良太郎 72

第 19号（1955年発行）
論文

農村窮乏化と協同組合運動………………………………………………………………嶋田啓一郎 1

修正派マルクス主義と労働組合 ──ベルンシュタイン主義の批判的考察──…中條 毅 24

生活保護法の基本原理とケース・ワーク
──公的扶助におけるケース・ワークⅠ──……………………………………大塚 達雄 72

医療保障と結核問題 ──一九五四年度における入退院基準・
看護制限反対をめぐる日本患者同盟の運動を中心として──……………………小倉 襄二 94

第 23号（1956年発行）
論文

新聞読者の受働性と能働性………………………………………………………………和田 洋一 1

「ざんぼう律」前後 ………………………………………………………………………住谷 申一 17

イギリスにおける新聞の独占……………………………………………………………小林 栄一 33

調査票作成における諸問題 ──社会調査の基本過程──…………………………井垣 章二 55

第 28号（1956年発行）
論文

ユーゴスラヴィアの社会主義 ──チトー大統領との会談をめぐりて──………嶋田啓一郎 1

進歩論考……………………………………………………………………………………青井 厚 29

生活保護適用過程におけるインテーク
──公的扶助におけるケースワークⅡ──………………………………………大塚 達雄 47

文化の綜合的研究 ──特に様相的把握に関して──………………………………八田良太郎 79

人文学 ──社会学科特集──総目次………………………………………同志社大学人文学会 113

第 30号（1957年発行）
論文

現代日本家族の社会的構造について……………………………………………………伊藤規矩治 1

馬場辰猪年譜について ──主として日本修学時代を中心に──…………………住谷 申一 21

「窮乏」の現実態について ──公的扶助と低所得階層── ………………………小倉 襄二 35

ホーレス・グリーリーと南北戦争………………………………………………………小林 栄一 65

紹介・書評

「村落共同体」研究の新刊から …………………………………………………………松本 通晴 87

人文学 ──社会学科特集──総目次………………………………………同志社大学人文学会 97

紀要総目次 １３９



第 34号（1958年発行）
論文

「政務部」設置への道標 …………………………………………………………………住谷 申一 1

観察者と被観察者との間 ──面接におけるラポールの問題──…………………井垣 章二 19

オスワルト・シュペングラー（1）………………………………………………………八田良太郎 45

紹介・書評

資本主義体制とマス・コミュニケーション
生田正輝「マス・コミュニケーションの諸問題」をめぐって……………………山本 明 81

人文学 ──社会学科特集──総目次………………………………………同志社大学人文学会 96

第 36号（1958年発行）
論文

オートメーションと労働者構成・労働条件の変化……………………………………中条 毅 1

肢体不自由児育成に関する一考察
──肢体不自由児キャンプとケースワーク──…………………………………大塚 達雄 24

アメリカにおける村落研究の方向（上）
──C. P. ルーミスと R. レッドフィールドを中心として──…………………松本 通晴 52

資料

「人道」－家庭学校雑誌－について
──慈善事業思想における留岡幸助とその周辺──（一）……………………小倉 襄二 77

書評

William Randolph Hearst, A New Appraisal, by John K. Winkler………………………小林 栄一 92

人文学 ──社会学科特集──総目次………………………………………同志社大学人文学会 96

第 39号（1958年発行）
論文

ギンズバーグの社会哲学思想の展開……………………………………………………青井 厚 1

東京珍聞と獄中新聞 ──成島柳北の手書新聞覚え書──…………………………住谷 申一 19

ハーストのジャーナリズム………………………………………………………………小林 栄一 34

施設児の生活と環境 ──T 養護施設における探索的研究──……………………井垣 章二 50

書評

黒木利克著「日本社会事業現代化論」 ──発想と方法について── ……………小倉 襄二 93

第 42号（1959年発行）
論文

社会福祉における国際性と地域性 ──第九回国際社会事業会議に学ぶ──……嶋田啓一郎 1

保護開始における調査過程 ──公的扶助におけるケースワークⅢ──…………大塚 達雄 20

アメリカにおける村落研究の方向（下）
──C. P ルーミスと R. レッドフィールドを中心として──…………………松本 通晴 61

歴史的変動における規定因素としての社会構造
──日本の工業化に寄与した社会構造の特質について──……………………橋本 真 89

A STUDY OF VOLUNTARY GROUP PARTICIPATION
OF DOSHISHA STUDENTS ………………………………………………………Mary F. Wood 1

紀要総目次１４０



紹介・書評

Elihu Katz and Paul F. Lazarsfeld Personal Influence The Part Played
by Pepole in the Flow of Mass Communications
──主としてその調査法との関連において──…………………………………井垣 章二 109

第 46号（1960年発行）
故竹中勝男博士追悼記念号

あいさつの言葉……………………………………………………………………………和田 洋一 1

論文

転換期の社会福祉理論 ──竹中勝男『社会福祉研究』を中心として──………嶋田啓一郎 3

もう一つの機関を ──社会福祉概念の拡大──……………………………………伊藤規矩治 25

ギンズバーグの社会変動論………………………………………………………………青井 厚 42

「こがね丸」論爭によせて ──竹中先生の家系と巌谷小波── …………………住谷 申一 56

社会事業調査の課題………………………………………………………………………井垣 章二 69

現代むら意識に關するノート ──主として共同体の視角──……………………松本 通晴 89

オスワルト・シュペングラー（2）………………………………………………………八田良太郎 103

「商業新聞」の基本的矛盾 ………………………………………………………………山本 明 118

資料

東独カアル・マルクス大学の新聞学部…………………………………………………和田 洋一 139

社会福祉における学生ヴォランティアの訓練
──京都 YMCA 肢体不自由児サーヴィス・グループを中心として── ……大塚 達雄 144

書評

ウィルバー・シュラム著 崎山正毅訳
「マス・コミュニケーションと社会的責任」…………………………………………小林 栄一 168

竹内愛二著「専門社会事業研究」………………………………………………………住谷 磬 171

故竹中勝男博士著作目録…………………………………………………………………小倉襄二編 174

第 50号（1960年発行）
論文

日本の新聞学と即日性……………………………………………………………………和田 洋一 1

国民年金論 ──その問題点の検討を中心として──………………………………嶋田啓一郎 14

静岡事件と大務新聞………………………………………………………………………住谷 申一 44

資料

調査不能部分に関する考察………………………………………………………………井垣 章二 53

一九五〇年新聞・放送レッド・パージ覚え書…………………………………………山本 明 64

書評

樺俊雄・阿閉吉男編「社会学概論」……………………………………………………青井 厚 88

第 53号（1961年発行）
論文

保育所問題の実証と論理 ──保育労働を中心として──…………………………小倉 襄二 1

シュペングラーとテンニエス……………………………………………………………八田良太郎 20

紀要総目次 １４１



わが国におけるケースワーク機能の境界領域の一考察………………………………住谷 磬 40

紹介

MORRIS FRITZ MAYER A Guide For Child-care Workers
──施設と収容児童の取扱いにかんする研究──………………………………井垣 章二 58

書評

新聞前史への道標 ──小野秀雄著「かわら版物語」によせて──………………住谷 申一 61

チャールズ・R・ライト 小林栄一訳「マス・コミュニケーションの論理」 ……山本 明 64

一九六〇年度社会学科研究室彙報……………………………………………同志社大学人文学会 67

第 57号（1962年発行）
論文

専門社会事業の問題点 ──日本ソシアル・ワーカー協会の育成のために──…嶋田啓一郎 1

東独脱出者に関する新聞の報道について………………………………………………和田 洋一 30

日本社会学史の一齣（Ⅰ）
──明治期における同志社出身者の社会学界における活動──………………青井 厚 44

資料

National Assistance について ──英国の公的扶助──（Ⅰ）………………………小倉 襄二 59

紹介

イギリス農村地域社会のモノグラフ
──主として実態調査報告の比較検討──………………………………………松本 通晴 74

一九六一年度社会学科研究室彙報……………………………………………同志社大学人文学会 82

第 61号（1962年発行）
論文

「謝海新聞」について ──宮津藩主 本庄宗武の戯作的側面── ………………住谷 申一 1

イデオロギーとしてのジャーナリズム
──マス・コミュニケイションのイデオロギー認識のために──……………山本 明 25

社会構造分析のための概念図式としての型の変数について…………………………橋本 真 45

書評

森喜一著「日本労働者階級状態史」……………………………………………………小倉 襄二 69

Richard A. Cloward & Lioyd E. Ohlih Delinquency and Opportunity :
A Theory of Delinquent Gangs
──非行問題研究におけるアノミー論の展開──………………………………井垣 章二 72

一九六二年度前期社会学科研究室彙報………………………………………同志社大学人文学会 79

第 66号（1963年発行）
論文

ドイツにおける初期ロマン派のイデオロギー（1）
──後進国のイデオロギー──……………………………………………………八田良太郎 1

「社会福祉対象論」の構成 ──「疎外論」によるノート── ……………………小倉 襄二 22

ケースワーク・プロセスにおける主体と、その後進性について……………………住谷 磬 41

労働者福祉と労務管理……………………………………………………………………中条 毅 61

社会構造とパーソナリティ ──とくに官僚制組織における場合──……………橋本 真 86

紀要総目次１４２
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